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１．背景・目的

3 令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」4

背景

我が国では、産業革命以来続いてきた化石燃料中心の経済・社会、産業構造を、クリーンエネルギー中心へと移行させ、経済社

会システム全体の変革を目指す「GX（グリーン・トランスフォーメーション）」を推進しています。これは、エネルギーの安定供給、経

済成長、排出削減の同時実現を目指す取り組みです。

こうした流れの中、令和7年2月に政府が「GX2040ビジョン」を閣議決定し、GX産業構造の実現に向けた施策の一つとして「GX

産業立地」の考え方を示しました。

「GX産業立地」とは、脱炭素電力などのクリーンエネルギーの供給拠点が地域ごとに偏在している現状を踏まえ、「エネルギー供給

に合わせて需要を集積する」という新たな発想に基づくものです。GX産業への展開が求められる今、効率的かつ効果的に、スピー

ド感を持って「新たな産業用地の整備」と「脱炭素電源の導入」を進めることで、地方創生と経済成長の両立につなげていくこと

が期待されています。

また、近年、AIの普及により設置需要が見込まれ、さらに非常に多くの電力需要が見込まれるデータセンター（以下、「DC」）及

びDXの更なる進展に欠かせない半導体関連産業についても、2050年カーボンニュートラル実現に向けて脱炭素電源の活用が不

可欠となっています。

そこで、近畿経済産業局においても、政策の動きに合わせる形で、「令和7年度 産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」

を実施し、産業集積地におけるGXの推進に関して、DCや半導体関連産業を切り口に、近畿管内における今後の産業立地の

在り方を、文献及びヒアリング調査を通じて検討することを目指します。
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調査の目的・実施概要

世界市場動向や国の政策的動きを把握し、近

畿管内の地理的・環境的特徴、加えてDC立

地や半導体関連産業の状況を整理

それらを踏まえ、GX産業立地に関する仮説を

立て、DC/半導体関連産業の立地特性上の適

地条件や、適地を整備する際に必要なインフラ

やソフト面での整備の必要性についてヒアリング

を実施

調査や事業者・有識者とのヒアリングを踏まえ、

産業立地を進める上での論点を洗い出し、方

針案を提示

データセンター（DC）/半導体関連産業におけるGX産業立地政策の議論の足掛かり

となる「近畿管内で目指すDC/半導体関連産業立地の方針案」を提示する

目的

実施概要

世界・国内

近畿管内

産業立地方針案

海外・国内において将来DC/半導体関連産業が向かう先は？

近畿エリアの立地・経済・自然環境的特徴は？

近畿エリアのDC /半導体関連産業の動向、自治体の動きは？

近畿管内で目指すDC/半導体関連産業立地方針は？

DC/半導体関連産業立地要件
DC/半導体関連産業の特徴・立地要件は？

産

業

立

地

仮
説
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GX産業立地におけるDCと半導体関連産業

GX推進においてDCが着目されている中、膨大な電力需要に対する電力供給制約課題を
緩和するためのDC省電力化を支える半導体関連産業を含め、産業立地調査を行う

Energy｜

新エネルギー・再生可能エネルギー

Digital Infrastructure｜

データセンター

Society｜

脱炭素化・デジタル化社会

Industry｜

半導体関連産業

• 地域新産業集積・高付加価値雇用創出

• 産業/サービス・生活のDX加速

• 技術覇権獲得・エネルギー安全保障

• 安定した電力供給基盤/BCP網の構築・増強

• 産業・社会の脱炭素化促進

• 大規模処理・省電力化のための先端半導体需要の増加

• 高度モデル・解析技術による産業の高度化

• データ処理・創造的新技術提供による他産業の高度化

• データ処理高性能化・省電力化

• 新エネ・再エネ製造装置の高度化

• 他産業における技術高度化
GX産業立地

省電力化

系統電力制約
・電力基盤投資

安定した電力
供給網

電力需要

先端半導体
需要

発電・変換・制御
等技術高度化

その他活動を含むGX産業立地・産業構造の発展
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３．調査まとめ
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① 〔まとめ〕DC産業立地調査
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• 大規模なクラウド・AI向け設備を持つ事業者（AWSやMicrosoft、Googleなど）が世界のDC容量の大きなシェアを占める動

きがみられ、これら需要家に対する大規模DC立地が進んでいる

• AIは学習と推論に大別でき、学習は大量のデータを用いて「知識」を獲得する段階で、データ量・演算量とも膨大かつ長時間の

連続演算が必要になり、大規模なDCを必要とする。一方で、推論では、学習済みモデルを用いて実際に「回答」や「分類」、

「生成」などを行うため、比較的軽量なGPU・CPUなどを用いて、エッジデバイスや小・中規模なDCでも処理することが可能

令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」10

市場動向調査等を踏まえたDC立地の方向性

クラウド・AI事業者が世界のDC容量の大きなシェアを占める動きがあり、東京・大阪など大
都市・近郊に大規模DC立地が進み、地方では用途特化のDC立地などの可能性がある

市場動向

大都市・

近郊型

大規模クラウド・AI提供事業者を主要な顧
客とする大規模DCはアクセスがよくユーザー

の多い大都市・近郊への立地ニーズが強い
地方型

中規模の産業向けDC、地域需要を満たす
ためのAI推論用やエッジデバイス用など用
途に特化したDCが地方型DCとして立地可

能性あり

規模・

特徴

• 総需要電力60MW~数百MW、敷地面積

1ha~数十ha
• 大量のデータ処理が必要になるため、電力消

費・冷却コストが大きい

立地
要件

• 地震・洪水リスクが低く大規模な平地

• 冷却用の水資源に恵まれた膨大で安定した電
力供給が可能

• 都心から50km圏内

規模・

特徴

• 総需要電力20MW~程度、敷地面積1ha未
満

• 一定程度電力消費・冷却コストがかかる

立地
要件

• 地震・洪水リスクが低く平坦な土地

• 冷却用の水資源や安定した電力供給が可能

• 中心地からアクセスが容易な場所

難点
• 大規模電力供給拠点の整備・確保。数百

MW級のDCでは超高圧変電所を要する
難点

• 電力供給拠点の確保（高圧・特高）

• 顧客の確保（SaaS基盤・研究利用等）

だとすると・・・ だとすると・・・

※遅延の観点では推論DCも人口密集地に立地しやすい
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DC立地における課題

レイテンシー・アクセス等の観点で都市部・近郊でのDC立地が好まれる中、用地・電源・時
間・制度的課題が顕在。また地方誘致の難しさも残る・・・

用地

電源

時間

制度

距離

• 大規模DCの立地を目指す中で、都市部では拡張性ある用地が限られており、近郊での大規模で平坦な用地への立地が期待さ

れる

• 一方で、すぐに立地できる近郊の用地が少なく、開発計画・用地整備許可獲得など開発初期段階から始めなければいけない

• 都市部・近郊における大規模電源供給インフラが整備されていない、あるいは仮に都市部・近郊に用地があったと供給拠点から
離れており系統整備など負担が大きくかかる

• 電力系統から供給できる容量など情報が公開されていないため、いつ・どこで・どれだけ調達できるかの情報が得られず立地判断
を難しくさせている

• 用地開発においては、開発計画や利権者とのコミュニケーション、農地であれば農地転用許可、造成など一連の用地開発に5年

～10年（造成自体は3～5年）かかり、電力供給基盤整備においても、大まかな需要を把握してから整備するとなると5年～10
年かかる。そのため、用地開発や電源整備に要する時間が短期間でのDC立地を期待する事業者の需要と嚙み合わない

• 用地開発・電源整備を行うための適した期間に対応する制度・支援が不足している。DC事業者確保の不確実性が高いなかで
のリスクを許容できる用地開発が難しい

• 例えば地域未来投資促進法を活用した用地開発を民間主体で進める事例があるが、同制度は各自治体が2年～3年程度の期

間で促進計画を策定しその期間内に具体的な立地企業を呼び各企業の個別事業計画が固まらないと活用されない。もともと用
地開発向けに整備された制度ではないため、不確実性をもつ用地開発や実施期間、また秘匿性の高いDC誘致などにおいてミス
マッチが生じる

• 膨大なデータ処理・学習型AIなどのDCはレイテンシーを抑える観点でIXの近くに立地されることが望まれている。また、メンテナンスな

ど人の移動を伴うことから、都市部・近郊が望まれる。これらを踏まえると地方でのDC立地に関して、技術的にある程度レイテン
シーを抑えて通信できたとしても、電気料金が圧倒的に安いなどインセンティブが働かない場合あえて遠方に立地する理由をみつ
けづらい

課題 内容

用地がない→電源がない→時間がかかり立地判断できない→事業者が決まらないので開発できない・・・の負の循環に陥る
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DC立地推進のための支援ニーズ

各関係者のボトルネックとなっている「情報連携」および「制度利用」のための計画的な「エ
リア別」支援が必要

必要とされる支援・取り組み

エリア別

開発計画

情報連携・

予算確保

用地開発

特化

事実、大手顧客は都市部・近郊を中心に立地を狙っている。地

方DC立地像を明確にしつつ、エリア別にどうDC用地を開発する

のか関係者と連携して計画

国内外のDC事業者の動き・ニーズを理解、電力系統を含む必

要情報を把握し、必要な電力系統整備期間や費用を織り込ん
だ長期的な予算の確保・政策に落とし込む

立地企業先行ではなく、ある程度産業開発計画が決まった段

階で進めることができる用地先行投資型。中長期の取り組みを

カバーできる金銭的補助・優遇制度

現状、用地が先か事業者が先かの負の循環に陥っており、DC立地を推進する

ための関係者が動き出しづらい状況に。用地開発先行を前提に、各関係者の

ボトルネックとなっている「情報連携」および「制度利用」のための計画的な「エリ
ア別」支援が必要

事業者ニーズがわか

らず用地整備が進
まない・・・

希望するエリアに電源

がないので立地できな

い・・・電力情報がなく
立地判断できない・・・

用地や電力系統整

備に時間がかかるの
で立地できない・・・

支援制度が用地や電

力系統整備の時期・期

間に対応していないので

用地開発が難しい・・・
誘致できる確証がない

自治体

用地 電源

時間制度

DC事業者

用地開発
事業者

DC事業者

負の循環
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支援策検討における大まかな論点

DC立地推進に向けた各取り組みにおいて、検討すべき論点を整理

エリア別

開発計画

情報連携・

予算確保

用地開発

特化

✓ 都市部・近郊での大規模DC誘致として次の誘致先をどう決めるか？

✓ そのための優先的な系統整備は可能か？

✓ 地方DCのエンドユーザーはだれか？（＝どのアプリケーション先・産業と連携して地方型

DCを利用していくような具体的な利用目的・ユーザーを描けるか？）

✓ 大規模化していく国内外のDC事業者の要件は何か？想定電力需要はどの程度か？

✓ どのような枠組みで系統電源等情報を共有していくか？

✓ 好ましい用地を開発していくためにかかる時間・コスト・課題は何か？

✓ 整備のために必要な人材や資材を長期的にどう確保していくか？

✓ 設備費高騰を踏まえた長期的で大規模な用地開発予算をどう確保していくか？

✓ 用地開発型として組み入れるべき支援対象項目は何か？

✓ 時間的束縛を抑えた段階的支援制度・設計をどのように行うか？

✓ 制度として許容できるリスク（用地開発中止・資材高騰等による必要資金の追加・企

業誘致長期化・・・）はだれがどの程度負担する仕組みとするか？

✓ 用地開発に向けた地域未来投資促進法の利用、あるいは地域未来投資促進法に代

わる支援制度の効率的な運用をどう設計するか？

大まかな論点必要な取り組み

用地開発先行
を前提に・・・
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DC立地推進のための枠組みイメージ

DC立地を進めるにあたり、DC事業者の立地要件やDC利用、用地開発の視点を組み込
んだ制度設計のための情報収集・関係性構築を行うことが重要

自治体 政府 通信事業者

送配電・電力事業者用地開発事業者 DC事業者

• 都市部・近郊型/地方型DC立地に

おける要件および現状の用地・電源

整備課題を踏まえた段階的かつ柔軟
なDC用地開発向け支援制度の検

討・導入

柔軟性ある

用地開発向け制度

関係者調

整・開発手
続き等支援

用地開発計画策定

調査費用等支援

継続的な意見交換に
よるニーズ・論点把握

電力需要見込みの確認 供給可能容量等情報提供

立地

要件

産業住民

DCのアプリケー

ション先（国

内産業）育成
方針・支援

合意
形成

合意
形成

• DC事業者との継続的な意見交換によ

るニーズ・論点把握。それらを踏まえた
適地調査や用地開発計画の策定

• 用地開発事業者と連携した関係者調
整・手続き等支援

• DC事業への

理解

• 自治体の方

針理解・事業

者との関係性

構築・意見の
反映

• 次世代産業

や技術開発
を通じたDC
利用拡大

通信環境技術開発・
連携体制構築

• 大規模/高速データ通信インフラ技術

開発および技術的特徴・制約等情
報共有

• 政策に連動した通信インフラ整備連
携

• DC事業者の電力需要や立地ニーズ

把握・適地調査の実施

• 国、自治体の制度を利用した用地開
発および企業誘致

• 地域電力・再エネ活用の組み込み

• 膨大な電力需要に対応するための都

市部・近郊型/地方型における電力

供給余力やそれに応じた系統整備の

ための支援策落とし込み

• 供給可能容量等情報提供

• 市場動向を踏まえた都市・近郊型/
地方DC立地要件の共有

• 用地や供給電力余力など情報収集

DCを活用した

産業の育成支援

都市部・近郊型/地方

型における送配電の供

給余力やそれに応じた

系統整備のための支援
策落とし込み
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地方型DC活用イメージ：地域エネルギー活用と連動したDC誘致・地域アプリケーション（ユーザー）開発

〔参考〕

地方におけるDC活用は、DC利用者獲得の難しさ（海外大規模クラウドの立地の難しさ、地域DC利用者などの需要不足）から、

DC誘致と併せて、DC利用者や活用イメージを具体化することが重要。例えば、AI技術を活用したモビリティ・スマート農業・工場

オートメーションなどの領域で事業開発支援や事業促進のための枠組みを構築し、中堅・大手企業を中心としつつスタートアップ企

業の育成を行い、地域で「誰が・どのような用途で」DCを利用するかを検討し、支援するなどが考えられる。

DCを
誘致する

DX推進・産業振興関連部署・課

• AIを活用した事業開発・促進のためのビジョン策

定、事業支援、連携プラットフォームを運営

• 地域産業やライフスタイルのGX化と並行し、DC

利用ニーズが高まるような注力領域を設定しつつ、

中堅・大手企業との連携をはじめ、地域のスター

トアップ育成事業などを推進

利用目的・利用者を具体的にイメージしながらエンドユーザーを地域内に増やしていく、DC誘致・顧客開拓の双方にアプローチ

企業誘致・産業振興関連部署・課 エネルギー関連部署・課

• 再エネ利用可能な用地にすること

でDC誘致を促進

• 新エネルギー活用事業と併せて、DCの再エネ

利用を推進。例えば、オンサイト/オフサイト電

源で再エネ料金を抑えながら再エネ100%利

用したDCを目指す

地域内

DC利用者
を増やす

オフサイトPPA

オンサイトPPA再生可能

エネルギー
100%DC
を実現する

太陽光発電・風力発電・
水力発電等

地域既存電源

横串
連携

横串
連携

医療
＜イメージ＞

・医療画像AI解析

・遠隔診療プラットフォーム

・医療データ連携基盤

スマート農業
＜イメージ＞

・センサー・モニタリング

・農場管理

・ドローン撮影/AI生育解析

・プレシジョンファーミング

モビリティ
＜イメージ＞

・ドローン物流/点検

・自動運転

・空飛ぶクルマ

オートメーション
＜イメージ＞

・デジタルツイン

・画像検査AI
・ロボット群制御

・サプライチェーン可視化

既存電源

（バックアップ）
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②〔まとめ〕半導体関連産業立地調査

16 令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」
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調査・ヒアリングまとめ

近畿管内における半導体製造拠点強化の観点では、一定程度ニーズがありそうだが、地
理的魅力が難点。一方で、製造装置特化や日本の評価拠点など方向性は多様

半導体製造拠点強化に向けて

半導体製造工場を誘致する
その他、日本の半導体関連産業の
余白を埋める・特色を引き立たせる

• 国策として半導体生産能力強化を掲げ、巨額な政府投資予算のもと地方半導体製造拠点およびサプライチェーン整備が期
待される

• 近畿管内には、一通りの半導体部素材製造業が集積しており、特に京都府・兵庫県・滋賀県は半導体装置・装置部品・検
査機器の出荷額が全国平均を超えている

動向・特色

だとすると・・・ あるいは・・・

ヒアリングコメント

• 近畿地域にはSCREENやTOWAなど装置メーカーが多く、真

空系機材としてはサムコなどが存在している。管外周辺でも

工場整備の動きもあり、近畿管内における半導体製造工
場は一定のニーズがあるのではと考える

• ただし、近畿管内に適地があるとすれば滋賀県や兵庫県な

どが考えられるが、他の地域と比較すると「水資源」と「ロー

カル人材の確保」の点で難しさを感じる。さらに、土地の拡

張性ではやはり海外の方が強みがあるため、生産工場立地
としては魅力的とは言い難いかもしれない

ヒアリングコメント

• 国内では半導体の技術の優位性を確かめるための、評価

施設が限られている。国内半導体関連産業の大きなバ

リューチェーンのなかの空白を埋めるという意味で近畿管内

では、京都大学や大阪大学の先生方を巻き込み、評価設

備の拠点を整備するとよい

• 近畿には主要製造装置メーカーが立地していることが強み。

半導体製造装置という強みをさらに伸ばし、ここを切り口に
地域サプライチェーンを豊かにすることも一案

ニーズ

評価
設備

製造

装置
特化

難点

半導体製造拠点、研究・開発拠点、評価設備、製造装置特化・・・様々な近畿の半導体関連産業の方向性が考えられる中、

それぞれの方向性での発展見込み・シナリオを模索し、「地域として何のために誘致するか」を明確にしていくことが必要

• 京都府にはローム、京セラ、村田製作所などが拠点を構えて

いる。これらの企業がリーダーとなり連携して近畿の技術開
発拠点を構築するということも

研究
開発
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近畿管内における半導体関連産業振興と企業誘致施策検討方針案

半導体関連産業の方向性を実際に連携する関係者と模索していくことがネクストステップ
の肝となるのではないか

模索

近畿管内に立地する大手装置メーカーはじめ、半導体関

連企業に対し、自社ニーズ・サプライチェーン上の課題等を

探りつつ、近畿管内における半導体関連産業成長シナリ

オ（攻めるテーマ）のパターンと実現可能性・経済波及効

果等を検討

連携

地域横断的な枠組みを活かしながら、参加者役割と活

動内容を明確にし、多数ある関連企業/団体が互恵的な

関係を築き、成長を加速するテーマ（大手の推進力で産

業連携）、底力を強化するテーマ（中小・中堅企業の成

長促進）において「（ヒト）そだてる・（モノ）つくる・（カ

ネ）つかう」を一貫して支援できる体制を構築

推進

コーディネーターが関係者の円滑な対話を進めつつ、共通

目標に対して、柔軟に戦略・方針・体制を変更しながら、

「スモールウィン」を達成していく（最初から大きな成果では

なく、地道な一歩を成果として捉え積み重ねていく）

「地域として何のために
誘致するか・・・」

「誰を誘致する

か」を施策として

検討する
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４．DC産業立地調査の詳細

19 令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」
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DC：①世界・国内におけるDC産業動向

20 令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」
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世界・国内におけるDC産業動向：サマリ

世界・国内においてDC市場は成長しており、またAIDCなどDCの大規模化が進んでいる。
今後は、都市部・近郊～地方における大規模DCの立地が期待される

グローバルDC市場の動き
世界では、DCは2034年までに6,991.3億USD（約107.7兆円、154円/$）に拡大すると予測。
特に米国がDC棟数シェアでは群を抜いて高い

国内DC市場の動き
DCサービスの国内市場は、2024年時点での2兆9,060億円から、2027年には4兆1,860億円規
模に拡大する見込み

国内DCの主要エリア
約6割が関東、約2割が関西に集中。需要・レイテンシーの観点から関東に偏重。他方、バックアッ
プ用や地場企業の需要に応えるため、地方には小型のDCが分散している

DCの稼働率
DCの稼働率は2023年時点でおよそ9割であり、新規受付が難しい状況に。今後のDC需要増加
を踏まえると、DC新設が欠かせない

国内DCの変遷
2000年頃より、企業のクラウド利用拡大により、ハイパースケール型DCが増加。今後は、AIに対応
するAIDCなどDC設備の高度化・超大型化が進むと想定される

直近の政策
総務省・経済産業省を中心に、デジタル田園都市国家インフラ整備やインフラ強靭化事業を実施
し、地方都市におけるデジタル社会実装にてDCを整備。近年では、ワット・ビット連携を推進

世界・国内においてDC市場は成長しており、AI等の発展によりDCのキャパシティがひっ迫している中、大規模DCの需要
が高まっている。東京・大阪における利用面積の制約やBCP対策を含めたDCの地方分散に政策の狙いが向いており、

今後は、都市部・近郊～地方における大規模DCの立地が期待される
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DCおよびDC周辺環境の概要

DCとは、情報通信機器などを集積化して設置・保管・運用することに特化した施設であり、
常時稼働させるための電源設備、耐震、セキュリティ、防災などの高い水準が要求される

DCとは

• サーバーをはじめとする情報通信機器などを集積化して設置・保管・運
用することに特化した施設

• 大量の電力を消費する情報通信機器を、24時間365日ダウンタイム

なく稼働させる必要があるため、電源設備、空調設備、ネットワークコ

ネクティビティ、セキュリティ、防災対策などの性能において高い水準が
要求される

主要設備

DCの構成イメージ DCの概要・主要設備

サーバー室

ラック
ケーブル等

ネットワーク機器

受変電設備
自家発電設備

無停電電源装置
（UPS）

免震装置
クールビット

燃料タンク

監視室

電源設備

耐震・

防災対策

二重床

空調設備

空調

非常用発電機

12

3

4

サーバー室 サーバーをラックに集中的に格納するためのスペース

電源設備

電力会社から特別高圧電流を受電する受電設備、電圧

を落とす変電設備、停電時に非常用発電に切り替わるま
での間の電力を供給する無停電電源装置（UPS）、非

常用発電機などから構成

空調設備 サーバーを冷却し、故障を防ぐための設備

ネットワー
ク機器

データの送受信用のケーブル等（DCとインターネットをつなぐ

外部、DC内機器をつなぐ内部回線のケーブル）

耐震・

防災対策
免震装置や二重床（天井）などによる耐震性の強い設
計

5

1

2

3

4

5
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インターネットエクスチェンジ（IX）含むDCの周辺環境

IXとは、複数のインターネットサービスプロバイダー（ISP）が相互に接続する拠点であり、
DCは利用ニーズの高い人口密度が高く、遅延なく通信できるIXの近くに立地している

IX

• ネットワーク事業者

• コンテンツ事業者

• サービスプロバイダー

• ネットワーク事業者

• ケーブルテレビ事業者 等

光ファイバー
網・ケーブル ネット回線

• 工場

• 事業者

• 個人・家庭等

5G
基地局

企業や組織のサーバー、ストレージ、

ネットワーク機器などを集中的に設

置し、管理・運用する施設のことを

指す。データの保存、処理、アクセ
スを高効率で行うDCサーバー、ストレージを借りたい。機密

性の高い情報を安全に管理したい。膨
大なデータを計算・保存したい

インターネット相互接続点。ISP（インターネットサービスプロバイダー）

とDCが、相互のネットワークを接続することで、インターネットの通信が

円滑になり、遅延の解消、セキュリティ対策に寄与

DC
DC

DC

事業者
利用者

✓DCは、サーバー、ストレージ、ネットワーク機器の設置、管理運用ニーズの高いエリア、つまり事業者がすでに密集した人口密度の

高い都心部に集中

✓また、DCと事業者のトラヒック交流地となるIXから50km圏内が好まれ、なおかつ、大事な顧客のデータ流通が停止しないように、

耐震性や災害リスクの低い立地・設計が要求される

デジタルインフライメージ

ISPISP
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DCにおける世界市場動向

世界全体におけるDCの市場規模は、2034年に699.13USD Billion（約107.7兆円）に
達する見込み。国/地域別DC数においては、米国が38%と高いシェアを誇る

海外市場規模（USD Billion） 国/地域別DC数シェア（2025.11時点）

• 北米での拡大に牽引され、世界全体の市場規模が2034年に

699.13USD Billion（約107.7兆円、154円/$）に達する見込み

• 米国が世界全体のDCのうち38%を占めている

• 日本は全体のうち2.2%を占めている

270
301

699

0

100

200

300

400

500

600

700

800

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

計10,933件

出典：Fortune Business Insight（2026年）「DATA CENTER MARKET SIZE」（2026年2月23日更新のデータ）、Statista（2025年）「Number of data centers worldwide as of November 2025, by country or 

territory」（2026年2月時点）

アメリカ

38%

中国

3.5%

日本

2.2%

フランス

2.9%

その他

36.6%

CAGR11.1%

推測値

小数点第一四捨五入

イギリス

4.6%ドイツ

4.5%カナダ

2.7%

オーストラリア

2.5%

インド

2.5%

https://www.fortunebusinessinsights.com/data-center-market-109851
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国内データ通信量推移

固定通信量、特にダウンロードトラヒックは6年間で約3.5倍に増加

固定通信トラヒックの推移

出典：総務省（2024年）「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果（2023年11月分）」、総務省（2023）「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果（2022年11月分）」

ダウンロードトラヒックは

6年間で約3.5倍

（単位）Tbps
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国内DCサービス市場規模

DCサービスの国内市場は、2022年時点で2兆円台だったが、クラウドサービスの拡大に牽引
され、2027年には4兆円台に到達する見込み

1,157 
1,532 

1,852 
2,209 

2,574 
2,897 

2,094
2,520

2,906
3,354

3,810
4,186

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2022 2023 2024 2025 2026 2027

IaaS colocation Enterprise colocation Cloud delivery hosting Traditional hosting

（補足）

• IaaS colocation: IaaS（サーバー、ハードディスク、ストレージ等のASP・SaaS・PaaSに必要なハードウェア資源等を提供するサービス）向けにDC内共同スペースを借りて自

社サーバーを設置・利用するサービス

• Enterprise colocation:事業者向けにDC内共同スペースを借りて自社サーバーを設置・利用するサービス

• Cloud delivery hosting:クラウド内の仮想サーバー上でアプリケーションまたはウェブサイトを実行するサービス

• Traditional hosting:DCにあらかじめ設置されているサーバーを借りるサービス

出典：総務省（2024年）「令和6年版 情報通信白書」

（単位：10億円）

• 国内市場は、2022年時点で2兆円台。2027年には、4兆円を超える見通し

• DCサービスでは、Cloud delivery hosting（クラウドサービス）向けが最も割合が大きく、2022年から2027年にかけて、2.5倍に拡大

国内DCサービス市場規模（2022~2027）
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管内における主なDC事業者

管内においては、大阪府を中心に国内大手通信事業者のほか、海外のDC事業者や不動
産事業者などが参画している

（出典）日本データセンター協会（2024年）「 「データセンター一覧」 」、各企業ウェブサイト等

企業名 会社概要 近畿管内でのDC概要

NTTデータグループ 世界70カ国以上でITサービスを提供。デジタル技術を活用したコンサルティン

グ、システムづくり、システム運用等、様々なサービスを提供。

世界最大級のDCプロバイダー。20カ国以上でDCサービスを提供。2027年度までに累計1.5

兆円の投資をDC事業に投じる計画を発表。2027年度に大阪府茨木市に「大阪北データ

センター」を開設予定。

NTTドコモビジネス株式会社 電気通信事業者として、ネットワーク事業やDC事業、AI関連事業などを提

供。

大阪府、京都府を中心にDCを有する。2025年度には、京都府精華町にサーバー面積

10900㎡規模の「京阪奈データセンター」を設置。

富士通株式会社 グローバルでDXに向けたテクノロジー・サービス、ソリューション、製品を幅広く提

供。クラウド、ITサービス等を展開

大阪府豊中市、兵庫県明石市にDCを有する。

エクイニクス・ジャパン株式会社 DC保有・リースなどを行うグローバルなデジタルインフラストラクチャ企業（本

拠地は米国）

2013年に大阪府大阪市に1件、2021年に大阪府大阪市と箕面市に2件のDCを設置。

2024年には、大阪で4拠点目となるDCを箕面市に設置。

エヌ・ティ・ティスマートコネクト株式会社 ハウジング、クラウド、ストリーミング、データ分析・活用の事業を展開。 従来から提供している大阪・堂島のDCに加えて、北浜、高津、日本橋、曾根崎など複数の

DC拠点を整備。

SCSK株式会社 住友商事グループのシステムインテグレータ。コンサルティングから、システム開

発、検証サービス、ITインフラ構築、ITマネジメント等の事業を展開。

兵庫県三田市に2件のDC拠点を有する。

KDDI株式会社 通信業を中心に、メディア・金融など多様なサービスを展開。DC事業として、

“Telehouse”のブランド名で国内外にて展開。

2026年1月に大阪府堺市にて「大阪堺DC」の稼働を開始。

株式会社オプテージ 関西電力グループの電気通信事業者で、クラウドサービスや情報セキュリティ、

ネットワークサービスなどITインフラ・サービスを提供。

大阪市内に梅田北・心斎橋の2件のDCを有する。2026年1月に「曾根崎DC（OC1）」の

運用を開始。

TIS株式会社 システムインテグレーションを強みに、ITシステムやハウジング・クラウドサービスな

ど多様なサービスを提供。

東名阪に5拠点のDC網を有し、大阪府内に3拠点のDCを有する。

Google・Asa グーグルの関連会社でDCサービス提供を行うAsa合同会社が、DC用拠点を

広げている。

和歌山県の企業用地「コスモパーク加太」の一部（37ヘクタール）を2024年に購入。

デジタルエッジ・ジャパン合同会社 DC事業を手がけるシンガポール企業の日本拠点。アジアの成長経済圏とな

る国々でDCを展開。

2021年に伊藤忠テクノソリューションズから神戸、横浜、東京の5拠点を買収。2022年に大

阪市内にて新たなDC「OSA1」を運用開始。

STACK Infrastructure Japan シンガポールを拠点としDC事業を展開するSTACK APACが、日本で事業展

開を行う。

2022年、けいはんな学研都市で大規模DC開発で合弁事業を行うことを発表。2027年度

内に72MWのDCキャンパスを運用開始予定。

ソフトバンク株式会社 通信サービスを中心にインターネットやAI関連事業を展開。 大阪府堺市に2026年度内に大規模AIDCを構築予定。クリーンエネルギーや最新冷却技

術の導入などにより環境負荷の少ない施設を目指す。

Vantage Data Centers ハイパースケールDCキャンパスの大手グローバルプロバイダ。 2024年、大阪府茨木市にて日本初となるKIX1キャンパスの建設に着工したことを発表。第

1号棟は28MWのIT容量を提供し、2026年初めに稼働する予定。

ESR株式会社 先進的物流施設、DCを軸としたニューエコノミー不動産プラットフォームを形成

するアジア太平洋地区最大の不動産アセットマネジメント会社。

2025年度にESRグループ初のDC「ESR コスモスクエア データセンター OS1」を大阪市内にて

運用開始。
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DCの主要ビジネスエリア

DCは、約６割が関東、約２割が関西に集中。需要・レイテンシーの観点から関東に偏重。
他方、バックアップ用や地場企業の需要に応えるため、地方には小型のDCが存在している

IX   ：0%
DC：2.0%

北海道

IX   ：0%
DC：1.8%

東北IX   ：0.3%
DC：4.7%

中部

IX   ：74.2%
DC：61.1%

関東

IX   ：24.2%
DC：24.3%

関西

IX   ：0%
DC：2.9%

中国・四国

IX   ：0.7%
DC：2.8%

九州

IX   ：0.7%
DC：0.4%

沖縄

全国におけるIX（インターネットエクスチェンジ）・DCの立地割合

DCは、約６割が関東（うち東京圏で57%）、約２割が関

西に集中。レイテンシー（データを送ってから届くまでにかかる時間（遅

延））の観点から関東に偏重。他方、バックアップ用、地場企
業の需要に応えるため、地方には小型のDCが多数存在

出典：日本データセンター協会（2024年）「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合（第７回事務局説明資料）」、総務省（2024）「データセンター等のデジタルインフラ整備の現状と課題について」
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DCの稼働率

DCの稼働率は2022年末時点でおよそ9割であり、新規受付が難しい状況に。今後のDC
需要増加を踏まえると、DC新設が欠かせない

首都圏DCの平均稼働率

88%
首都圏DCの平均稼働率 2022年末時点
（東京・神奈川・千葉・埼玉）

DCの稼働率は2020年ごろから高止まりの状態。一

般にDCの稼働率は7割が健全とされる状態で、9割

を超えると既存顧客の拡張余力を残すために新規
ユーザーの募集を止めざるを得なくなる状態に・・・NTT
データは2023年5月末時点において、首都圏のDCは

ほぼ満床状態とのこと

（出典）日経クロステック（2023）「首都圏のデータセンターの稼働率が9割に、契約拒否や値上げがDX阻害となるリスク」、CBRE（2025）「Global Data Center Trends 2025」

参考：世界の主要都市におけるDC空き容量 2025 Q1
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DCのタイプ

2000年頃より、企業のクラウド利用拡大により、ハイパースケール型DCが増加。今後は、AI
に対応するAIDCなどDC設備の高度化・超大型化が進むと想定される

リテール型DC ハイパースケール型DC AIDC

情報システムに
関する動き

DC事業の

特徴

DCの要件等

• Webサイトやインターネットの普及により

利用者が増加
• ISP事業者がIXを形成し、ユーザーの通信

速度遅延を解消

• マルチテナントで数ラック～数十ラック単
位。IX・クラウドなどネットワークが多様

• IXが多く形成された都心、金融街

• サーバーの仮想化技術の発展に伴い、ク
ラウドサービスが登場・普及

• 数MW～数十MWの専用サーバーホール

を有する。高床荷重・大規模非常電源・
広域接続を維持

• 特別高圧を受電でき、東京・大阪など都
心部から50km圏内、かつ自然災害に強

いエリア

• 生成AIの普及に伴い、大量のデータ処理

や学習・推論が活発化

• 高度GPUに最適化。液冷対応、より高

いラック電力を要し給排液インフラが特徴

• 用地拡張性があり、数百MWの電力を

安定的に供給可能で、水資源、排水な
どのインフラが整備された場所

2000年頃～ 2010年頃～ 2025年頃～

主な用途

受電容量

• オンプレミス（自社運用）

• 2~15MW

• クラウド

• 20~50MW/施設

• AI学習・推論

• 100~1,000MW
サーバー室

面積参考
• 3,000㎡未満 • 5,000㎡以上 • 10,000㎡以上

（出典）DBJ（2021年）「データセンター業界レポート ~データセンター業界の最新の動向~」 、RAC monitor（2025年）「AI Hyper Data Centers May Portend Revolution in Healthcare」、その他事例等より

ラック電力密度 • ～10.0kVA/ラック程度 • 30.0kVA/ラック程度 • 30.0kVA/ラック以上

冷却設備 • 空調システム中心 • 高効率空冷チラー（液冷の場合も） • 液冷、コールドプレート、空冷併用

再エネ省エネ • 100％再エネ（証書等組合せ） • 100％再エネを目標に高度冷却整備 • 液冷でPUE効率改善を狙う構成が主流

主な顧客
• 一般企業、金融機関、Sler、ASP/SaaS

事業者など

• クラウド事業者（AWS、Azure、Google 
Cloud・・）やコンテンツ配信、SNSプラッ

トフォームなど

• 生成AI・機械学習事業者（OpenAIな
ど）、AI/HPC用途をもつ大企業・研究

機関（製薬、宇宙航空、自動運転、大
学など）

https://racmonitor.medlearn.com/ai-hyper-data-centers-may-portend-revolution-in-healthcare/
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高度情報処理技術を支えるための最先端の付帯設備（冷却等）の導入

DCのエネルギー効率の改善に向けては、光電融合などの情報処理技術や冷却等の最先
端の付帯設備の導入が進められている

水冷式リアドア型空調機

• サーバーからの高温排気の排出部であるラックの背面に、冷水などを導通させた熱交換器とファンを設けて冷却

• サーバー排熱を即座に回収する構成とすることで熱交換効率を高め、高い冷却性能とエネルギー効率を実現

• PUE1.2程度の性能が期待される

コールドプレート冷却

• チップに冷却用の金属板を取り付け、チップからの発熱を直接取り除く

• 金属板を介して冷却液とチップの間で直接熱交換を行うため、高い冷却能力とエネルギー効率を実現

• PUE1.2~1.1程度の性能が期待される

液浸冷却

• 冷却液の入った液槽にサーバーを丸ごと浸して冷却

• 冷却液によりサーバー全体から直接発熱を取り除くため、冷却ファン等が不要になり、高い冷却性能とエネルギー効率を実現

• PUE1.1~1.0程度の性能が期待される

• 特に、AIDCなど高度な処理を要する技術には液浸冷却が用いられる

情報処理を支える付帯設備のイノベーション

膨大な量のデータを処理する際にサーバーが発熱する。DC運用においては、サーバー自体の電力消費量の負担が問題となっているが、DCの消費電力

の45%がサーバーの熱を排熱するための冷却用設備のために消費されるのが現状

そこで、効率的に熱を冷ますための様々な冷却技術が開発されている

（出典）環境省（na）「IT 機器等の消費電力・排熱量」、総務省・経済産業省（2024）「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合（第７回事務局説明資料）」
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DCにおける国の方針・具体的な政策

2022年にデジタル田園都市国家インフラ整備計画が改訂され、DCの導入補助事業など
具体的施策の実施が進んでいる

総務省（2022）

「デジタル田園都市国家インフラ整備計画（改訂版）」

• 地方を中心に、人口減少・少子高齢化、過疎化・

東京圏への一極集中、地域産業の空洞化といった

課題を背景に、デジタル田園都市国家構想（デジ

タル技術の活用により、地域の個性を活かしながら、
地方の社会課題の解決や魅力を向上）を掲げる

• 同構想の実現のためには光ファイバー、5G、DC/海
底ケーブル等のデジタル基盤の整備が不可欠である

ことを踏まえ、これらの整備に向けて一体的かつ効
果的な対策を推進

総務省（2024）

「データセンター、海底ケーブル等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業」

事業概要

• 今後、生成AIの普及や、メタバース、自動運転等が普及・発展

する等、デジタル実装の展開に応じてトラヒック自体が爆発的に
増加する可能性。 デジタル社会の進展等により、デジタルインフ

ラ（IX、DC、海底ケーブル等）の強化が不可欠

背景

背景・

目的

• 経済産業省と連携し、10数カ所の地方拠点を5年
程度で整備。地方拠点は、レジリエンス強化、再

生可能エネルギー等の効率的活用、通信ネットワー
ク等の効率化の3点を勘案して整備

• 当面は、北海道や九州のようなエリアにおいて、東
京・大阪を補完・代替する第3・第4の中核拠点の
整備を促進

• 再生可能エネルギーの地産地消を可能とする分散

型DCやデジタルインフラのグリーン化に向けた取組
やMEC（モバイルエッジコンピューティング）との連携

等を注視しつつ、関係省庁と連携し、更なる分散
立地の在り方や拠点整備等に必要な支援を検討

概要

出典：内閣官房「デジタル田園都市国家構想」 、 CIAJ（2022）「令和3年度補正予算「データセンター、海底ケーブル等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業」に係る間接補助事業者の採択について」、総務省

（2024）「データセンター等のデジタルインフラ整備の現状と課題について」

• 政府が掲げる「デジタル田園都市国家構想」の実現に必要不

可欠であるデジタル基盤の整備や我が国の通信ネットワークの強

靱化のため、①東京圏に集中するDCの分散立地や、②日本を

周回する海底ケーブルの構築及び③我が国の国際的なデータ流

通のハブ機能強化のための国際海底ケーブルの多ルート化を推
進するべく、その費用の一部に対する支援を行う

予算 • 計600億円（R3補正500/R5補正100）※2024年10月時点

〔間接補助事業者の採択結果（第1回公募）〕

間接補助事業者 間接補助事業実施場所

合同会社石狩再エネデータセンター第1号 北海道石狩市

ヤフー株式会社 福島県白河市

NTTグローバルデータセンター株式会社 京都府相楽郡

株式会社オプテージ及び合同会社KS東梅田 大阪府大阪市

ソフトバンク株式会社及びBBIX株式会社 奈良県生駒市

株式会社インターネットイニシアティブ 島根県松江市

株式会社QTnet 福岡県福岡市

近畿管内で

3事業者が

採択
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ワット・ビット連携における直近の整理

2025年6月には、総務省・経産省にて「ワット・ビット連携官民懇談会取りまとめ1.0」を公
表。既存系統設備の活用や大規模DC拠点整備、地方分散・高度化が掲げられている

• 政府は、DCを支える電力と通信の両インフラを一体で整備する「ワッ

ト・ビット連携」の実現に向けて、2025年3月に官民による協議会を

立ち上げ

• 膨大な計算が必要となるAI（人工知能）の利用拡大を背景にDC

で消費する電力の急増、東京と大阪におけるDC適地不足などを背

景に、電力と通信の垣根を越えて、脱炭素電源の効率的な活用に

資するようなDC整備を促す方策を検討

ワット・ビット連携官民懇談会

ワット・ビット連携とは

（出典）総務省・経済産業省（2025）「ワット・ビット連携官民懇談会取りまとめ1.0」

方針

足元のDC需要

への対応
電力インフラ整備を待たず既存の系統設備を活用

した、短期的なDC需要への対応

• ウェルカムゾーンマップの拡充等による情報公開の促進

• DCの柔軟な運用に資するAPNの研究開発やユースケース拡充

• 系統接続ルール等の見直しによる系統接続の円滑化

• DCの省エネ技術開発・実装

新たなDC集積

拠点の実現
計算資源の効率的運用のため、電力・通信インフラ
を整備し新たな複数の大規模DC集積拠点を造成

• GW級のDC集積拠点の複数造成に向けた、地域選定および電力・

通信インフラの先行的な整備

• 地域共生・インフラ整備の観点から、自治体関与を促進

• 国際海底ケーブルやIXの整備

DC地方分散・

高度化の推進
将来的な環境変化も見据え、DC地方分散の推進

とDC運用の高度化を検討

• DX推進の基盤となり国土強靭化に資するDCの地方分散

• 各拠点における蓄電池・コジェネの整備

• DR（ディマンドレスポンス）としての運用に向けた技術開発

• ワット・ビット連携とは電力インフラと情報通信インフラの一体的な整

備を意味する

• CN実現に向けたGXと生成AI活用によるDXを同時に進展させるため、

2つのインフラを有機的に連携させることで全体最適を目指す考え方

発電所 DC 利用者

利用地域から50km圏内

発電所 DC 利用者

利用地域から100kmも可能

ワット・ビット連携

電力ケーブル

IOWN（光ファイバーケーブル）

イメージ

電源立地の近くにDCを

分散させることが可能に



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」34

2024年以降のDC新設計画

〔参考〕2024年以降のDC新設計画においても、関東・関西にて積極的な拡大がみられる

（出典）総務省・経済産業省（2024）「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合（第７回事務局説明資料）」

• セコムトラストシステムズ 北海道

• 京セラコミュニケーションシステム 石狩市

• 再エネデータセンター第１号 石狩市

• ブロードバンドタワー 石狩市

• ソフトバンク 苫小牧市

北海道

• ヤフー 福島県白河市

東北

愛知県

• メイテツコム 名古屋市

中部

群馬県

• 両毛システムズ 太田市

埼玉県

• PDC/レンドリース さいたま市

• Colt DCサービス 吉川市

茨城県

• グッドマンジャパンつくば つくば市

千葉県

• スカイデベロップメント 流山市

• STACK infrastructure 印西市

• 大和ハウス工業 印西市

• 東京電力/NTTデータ 印西市

• 日本GLP 白井市

• STテレメディア 印西市

• MCデジタル・リアルティ 印西市
• Coltデータセンターサービス 印西市

関東

京阪奈

• STACK infrastructure 京阪奈

• NTTコミュニケーションズ 京阪奈

• ソフトバンク 京阪奈

大阪府

• vantage data centers 大阪府

• ESR/コスモスクエア 大阪府

• エクイニクス・ジャパン 大阪府

• オプテージ/KS梅田 大阪府

関西

島根県

• IIJ 松江市

岡山県

• 両備システムズ 岡山市

広島県

• Google・Asa 三原市

中国

福岡県

• APL 北九州市

九州

東京都

• 日本GLP 昭島市・多摩市

• ヒューリック 中央区・江東区

• アット東京 港区

• エクイニクス・ジャパン 品川区

• セコムトラストシステムズ 三鷹市

• Air Trunk Japan 青梅市

• 多摩２特定目的会社 多摩市

• ESR 東久留米市

• 三井不動産 日野市

• Gaw Capital Partners 府中市

神奈川県

• NEC 相模原市

• 三井不動産 相模原市

兵庫県

• デジタルエッジジャパン 神戸市

• NEC 神戸市

和歌山県

• Google・Asa 和歌山市
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全国におけるDC電力需要推移

電力広域的運営推進機関（OCCTO）によると、 2025年から2034年までの全国DC電
力需要は14.6倍の440億kWhに増加すると予測される

約14.6倍

（出典）電力広域的運営推進機関（2025）「全国及び供給区域ごとの需要想定 」

DC電力需要量（全国） [億kWh]
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８

IXから50km以内

１

交通アクセスが良い

２

自然災害リスクが低い（地震・洪水害・豪雪等）３

地盤が安定している

４

グリーンエネルギー供給可能

５

６

特別高圧（~70kV）/
超特別高圧供給可能（~154kV/275kV）

７

大規模で平坦な未利用地（参考1ha以上）/
拡張性（10ha~）

水資源が豊富・工業用水利用可能

電力

再エネ

災害耐性

交通

立地距離

用地規模

水資源

大規模DC立地要件

IXから60~100km/地方都市周辺

交通アクセスが良い

自然災害リスクが低い（地震・洪水害・豪雪等）

地盤が安定している

グリーンエネルギー供給可能

特別高圧を供給できる（規模によっては高圧対応）

平坦な未利用地（参考0.5以上1ha未満）

水資源が豊富・工業用水利用可能

中規模DC立地要件

令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」36

DCの立地要件イメージ

〔参考〕
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DC：②近畿地域の特徴

37 令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」
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近畿地域の特徴サマリ

DCの観点でみた近畿地域の特徴として、交通利便性が高く、大阪府ー兵庫県ー滋賀県ー
京都府に産業集積がみられ、また災害リスク・自然環境においては滋賀県に強みがある

✓ 近畿は東西南北への交通結節点

✓ 特に大阪府は、新幹線・阪神高速、関空、港湾などを有し国内だけでなく国際物流の拠点にもなっている

✓ 滋賀県では日本最大の湖である琵琶湖を有し、工業用水が安定的に確保可能

✓ そのほか、和歌山県では紀の川・熊野川などの河川があり水資源に恵まれている。また、福井県では約8割が山間地で両

白山地、丹生山地などからの雪解け水や降雨により河川・地下水ともに水量が安定している

✓ 滋賀県は南海トラフなどによる地震の影響が一定程度あるものの、内陸部ゆえ津波の可能性が低い。一方で和歌山県・

大阪府は地震や津波のリスクが高い

✓ 福井県では九頭竜川沿い、大阪府・京都府では桂川～淀川沿いにかけて洪水リスクが高い。また、福井県の白山周辺
エリアでは特別豪雪地帯に指定されている

✓ 大阪府ー兵庫県ー滋賀県ー京都府の順に機械器具製造業の製造品出荷額が多く、四大工業地帯である阪神工業地

帯を中心に工業が発展

✓ 京都府・大阪府を中心に、半導体産業に関連する学術機関や研究機関が集まっている。近年、関西半導体人材育成
等連絡協議会にも京都大学・大阪大学など教育機関が参加

✓ 近畿管内では、福井県を中心に原子力発電が稼働しており、脱炭素電力供給量が全体のエネルギーの37.6%と多い

✓ 2025年7月、関西電力が美浜原子力発電所（福井県美浜町）で原発の新設に向けた地質などの調査を始めると発

表

交通利便性

自然資源（水資
源）の豊富さ

災害リスク

産業構造の特徴

学術・研究機関

脱炭素電力

発電の特徴
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人口および人口密度

経済の要となる大阪府が877万人と最も多く、兵庫県が次いで530万人と多い。大阪府
大阪市を中心に、沿岸沿いに神戸市～堺市、そして京都市に人口が集中

人口密度府県別人口

経済の要となる大阪府が877万人と最も多く、兵庫県が次いで530万

人と多い
経済・産業の発達している大阪府大阪市を中心に、沿岸沿いに神戸

市～堺市、そして京都市に人口が集中

福井県

746,690人

奈良県

1,303,867人

滋賀県

1,405,246人

和歌山県

901,193人

京都府

2,472,013人

兵庫県

5,393,607人

大阪府

8,771,961人

（出典）総務省（2025）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和7年1月1日現在）」、地理院地図（2020）「地域メッシュ統計人口」

201-500

501-1000

1001-2000

2001以上

令和２年度国勢調査の４分の
１地域メッシュ（２５０mメッ

シュ）人口
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交通の利便性

近畿は東西南北への交通結節点。特に大阪府は、新幹線・阪神高速、関空、港湾など
を有し国内だけでなく国際物流の拠点にもなっている

舞鶴若狭道
北陸道 名神高速

中国道

山陽道

神戸淡路鳴門道

阪和道

紀勢道

東名阪道

伊勢道

新名神高速

北陸新幹線

東海道新幹線

敦賀駅

福井駅

米原駅

京都駅

新大阪駅

伊丹空港

大阪港

堺泉北港

関西国際空港

阪南港

和歌山下津港

日高港

南紀白浜空港

但馬空港

舞鶴港

敦賀港

尼崎西宮芦屋港

神戸港

神戸空港

東播磨港

姫路港
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近畿地方の地形と自然資源（水資源）の豊富さ

特に滋賀県の琵琶湖や和歌山県に流れる紀の川・熊野川、福井県を覆う両白山地・丹
生山地から得られる雪解け水など水資源が豊富

 兵庫県北部に中国山地、京都府北部に丹波高地、日

本一大きな半島である紀伊半島には東西に紀伊山地が

連なる

 琵琶湖は京阪神地域の水がめで、流れ出る川は瀬田川

から淀川へ名前を変え、大阪平野を経て、大阪湾に注い

でいる

 近畿地方における水資源といえば、日本最大の湖である

滋賀県の琵琶湖。滋賀県の面積の約6分の1を占める。

また、京都府や大阪府の飲料水、工業・農業用水、水

力発電の用水などに利用されている

 上記より、滋賀県では琵琶湖を有し工業用水を安定的

に確保可能（利用可能水量には制約がある）

 和歌山県では紀の川・熊野川などの河川があり水資源

に恵まれている

 福井県では、約8割が山間地で両白山地、丹生山地な

どからの雪解け水や降雨により河川・地下水ともに水量

が安定している

自然資源の豊富さ

近畿地方の地形両白山地
丹生山地

野坂山地

丹波高地

伊吹山地

鈴鹿山脈

紀伊山地

大阪平野

播磨平野

福知山盆地

近江盆地

奈良盆地

淀川

琵琶湖

九頭竜川

日野川

熊野川

伊勢平野

中国山地

紀の川
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災害リスク：地震・津波

滋賀県は南海トラフなどによる地震の影響が一定程度あるものの、内陸部ゆえ津波の可
能性が低い。一方で和歌山県・大阪府は地震や津波のリスクが高い

地震・津波
リスク高

地震・津波
リスク中

地震・津波
リスク中/低

地震・津波

リスク度合

和歌山県

大阪府

兵庫県

京都府

奈良県

福井県

滋賀県

• 南海トラフ地震の影響を大きく受ける恐れ。
津波の高さは一部20mを超えるエリアもあ

り、全域で震度6以上の揺れが想定される

• 南海トラフ地震の影響を大きく受ける恐れ。
沿岸部では津波の恐れがある

• 南海トラフ地震により沿岸部では5-10mの

津波の恐れ、震度6弱の影響を受ける恐

れ。内陸部・日本海側では震度5程度

• 内陸部のため津波リスクの懸念はないも

のの、全域で震度6以上の揺れが予想さ
れる

• 南海トラフ地震の影響は低いものの、
M7.0以上の地震を引き起こす可能性の

ある活断層（若狭海丘列北縁断層な
ど）が存在

• 南海トラフ地震の影響は一定程度あるも
のの、日本海側ではM7.0以上の地震を

引き起こす可能性のある活断層が存在

• 南海トラフ地震により、一部震度6以上の

強い揺れが起こりえる他、震度5以上の揺

れも想定される。内陸部であるため津波の
可能性は低い

震度6強

震度6弱

震度5強

震度7

震度5弱

南海トラフ地震で想定される震度や津波の高さ

（出典）気象庁（2025）「南海トラフ地震で想定される震度や津波の高さ」、

地震調査研究推進本部（2025）「日本海中南部の海域活断層の長期評価」を参考

10m-20m
5m-10m
1m-5m

20m-

満潮時

津波の高さ

日本海中部海域活断層

南海トラフ地震
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豪雪リスク

高

豪雪地帯

特別豪雪地帯

福井県 • 白山周辺エリアは特別豪雪地帯に指定
されている

令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」43

災害リスク：洪水・豪雪

福井県では九頭竜川沿い、大阪府・京都府では桂川～淀川沿いにかけて洪水リスクが高
い。また、福井県の白山周辺エリアでは特別豪雪地帯に指定されている

洪水
リスク高

豪雪

リスク高

洪水・豪雪

リスク度合

福井県

大阪府

京都府

和歌山県

滋賀県

兵庫県

• 九頭竜川の麓、坂井市～鯖江市にかけ
て高い洪水リスクがみられる

• 宇治川、木津川、桂川の結節点から淀
川沿いの広範囲に洪水リスクがみられる

• 南部桂川沿いに洪水リスクエリアが存在。

北部では由良川沿いの福知山周辺で高
い洪水リスクがみられる

• 主要工業地域では、紀ノ川沿いや岩出

市周辺、有田川沿いや有田市に洪水リ
スクがみられる

• 琵琶湖を囲うように一定程度洪水リスク
がみられる

• 加古川沿いの加古川市、高砂市周辺に
洪水リスクがみられる

洪水リスク・豪雪リスクマップ

5m-10m
3m-5m

10m-20m

洪水

リスク中

洪水リスク

豪雪リスク

NHK（n.a）「気象災害ハザードマップ」(国や都道府県から提供を受けた情報を利用)、国土交通省（n.a）「全国豪雪地帯の雪に関する情報（ポータルサイト）」
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産業構造の特徴

四大工業地帯である阪神工業地帯を中心に工業が発展。特に、交通網も発展しており
大阪府ー京都府ー滋賀県は電気機器などの産業が連なっている

大阪湾沿岸から内陸にかけて工業が

発展

現在、大阪湾南部の堺市～高石市

にかけて、石油コンビナートを中心とし

た巨大工場群が連なる

堺市では鉄鋼業も発達

北大阪地域では電気機器を中心とし

た産業が集積

主要工業地帯

太平洋ベルトの中間に位置する阪

神工業地帯を有する

 また、中京工業地帯とも近接し、

北大阪・京都府・滋賀県と中京地

域で自動車や電気機器の産業集

積が発展している

（出典）統計局（2024）「2023年経済構造実態調査」

管内産業集積エリア

滋賀県：琵琶湖の湖南地域に工業が集中

している。輸送機器・化学・電気機械・はん用

機械・電子部品などが多い

京都府：京都市・宇治市・福知山市に集積

福井県：越前市・福井市・坂井市に産業が

集積

奈良県：大和郡山市・奈良市周辺エリア中

心に集積

和歌山県：和歌山市・有田市を中心に産

業が発展

兵庫県：神戸市・姫路市を中心に集積

大阪府：大阪市・堺市を中心に大規模に産

業が集積

~2.0~5.040.0~ ~20.0 ~10.0

2022年工業生産出荷額

（単位：千億円）

阪神工業地帯

阪神工業地帯

太平洋ベルト阪神工業地帯

中京工業地帯

京浜工業地帯

北九州工業地帯
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大阪府

兵庫県

滋賀県

京都府

福井県

奈良県

和歌山県
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製造品出荷額構成比の近畿・全国比較および近畿域内府県別製造品出荷額

大阪府ー兵庫県ー滋賀県ー京都府の順に機械器具製造業が集積している。四大工業地

帯である阪神工業地帯を中心に工業が発展。

製造品出荷額の構成比

近畿における製造品出荷額の割合では、化学が11.2%と最も大

きく、次いで輸送用機器が9.3%、鉄鋼が8.9%、生産用機械が

8.7%と続く

近畿の製造品出荷額構成比は全国と比較し、化学

（11.2%）、鉄鋼（8.9%）、生産用機械（8.7%）、電気機

器（7.5%）等の割合が大きい。一方で、輸送用機器は全国よ

りも構成割合が小さい

近畿域内府県別機械器具製造業の7業種における製造品出荷額

（出典）経済産業局（2025）「近畿経済の概要ー経済指標でみた近畿ー」、経済産業省（2024）「2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査 「地域別」統計表データ」

近畿域内の各府県の機械器具製造業7業種における製造品

出荷額を比較すると、大阪府が約7.36兆円、次いで兵庫県が

約7.33兆円と突出して高い

各府県における、出荷額構成比はいずれも類似する構成比と

言えるが、特徴的なのは、福井県では電子・デバイスの割合が

高い点、和歌山県でははん用機械の割合が高い点である

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

近畿

木材

0.9
パルプ・紙

1.9

化学

11.2
石油

4.5

プラ

4.3
ゴム

0.9
窯業

2.3

鉄鋼

8.9

非金属

3.2

金属

5.9
汎用機械

6.8
生産機械

8.7

業務機械
2.0

電子

3.7

電気機器

7.5

情報機器
1.0

輸送機器
9.3

食料品
7.3

飼料・たばこ

2.9
繊維

1.7
家具

0.6
印刷

1.6
革

0.1

その他

2.1

1.0

2.1 9.5 5.2 3.7

1.0 2.3

6.6 3.7 4.7

7,360,167

4,461,190

2,721,111

517,838

7,335,211

587,502

955,200

はん用機械 生産用機械 業務用機械 電子・デバイス

電気機器 情報通信機器 輸送用機器

単位：百万円

3.5 7.0

1.9

4.7 5.9

1.7

19.5 8.8 2.9

1.0 0.6 1.4 0.1

1.3

1 23

12 3

*電子・デバイス集計なし

*

機械器具製造業7業種の

製造品出荷額合計
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LNG火力 石油火力 その他
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近畿管内では、福井県を中心に原子力発電が稼働しており、脱炭素電力の比率が全体
のエネルギーの37.6%と多い

• 脱炭素電力の比率は37.6%
※FIT電気は太陽光に含め、その他は

卸電力分を含む

• 関西エリアでは、原子力の再稼働が進
んでいるため、火力発電の割合が低い

脱炭素

電力

37.6%

（出典）関西電力（n.a.）「関西電力の水力発電の概要」、北陸電力（2025）「水力発電所一覧」、（2025）「関西電力が美浜で原発新設へ 調査開始発表、社長

「脱炭素へ不可欠」」、関西電力（n.a.）「電源構成およびCO2排出係数、当社の電源構成比・非化石証書使用状況【２０２４年度実績】」

関西

電力

2025年7月22日、美浜原子力発電所

（福井県美浜町）で原発の新設に向け
た地質などの調査を始めると発表

関西電力 高浜発電所

関西電力 大飯発電所

日本原子力発電所 
敦賀電所

兵庫県朝来市
奥多々良木発電所
最大1,932,000kW

蹴上発電所最大4,500kW

宇治発電所最大32,500kW

関西電力の水力発電所は、

福井県、滋賀県、京都府、兵

庫県、奈良県、和歌山県、三

重県に合計152ヶ所、総出力

約825万kW
（2025年8月現在）

日置川系

有田川系

九頭竜川系

紀ノ川系

日高川系

岸田川系、矢田川系、円山系

市川系

淀川系

由良川系

一般水力発電所（一部抜粋）

原子力発電所

揚水発電所

関西電力：

24発電所
総出力209,860kW

北陸電力：

水力発電所

脱炭素電力の供給

脱炭素電力供給マップ 管内における電源構成比（2024）（関西電力実績参考）

https://kepco.jp/ryokin/power_supply/
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近畿管内2府5県における脱炭素化・再エネ導入に向けた取り組み

近畿管内における脱炭素化について、各府県において脱炭素化や再エネ導入に関する目

標を設定し、地域内でのGX推進を図っている

福井県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山
県

• 「福井県環境基本計画（2023年3月改定）」において、2030年度のGHG排出量を2013年度比で49％削減、2050年のGHG排出実質ゼロを目標に

掲げる。

• 同計画において、2030年度の再生可能エネルギーの導入量を1,336千kW（2020年度比で約1.6倍）とすることを目標に掲げる。

• 「滋賀県CO2ネットゼロ社会づくり推進計画（2022年3月策定）」において、2050年CO2ネットゼロの実現及び2030年度のGHG排出量を2013年度

比で50％削減する目標を掲げる。

• 同計画では、再エネ導入目標を2030年度に176.6万kWと設定し、再エネ導入を進めている（2019年度実績は84.9万kW）。

• 「京都府地球温暖化対策条例（2020年12月改正）」にて、2030年GHG排出量40％以上削減、2050年にGHG排出量実質ゼロを目標に定める。

• 「京都府再生可能エネルギーの導入等促進プラン（第2期）（2021年3月策定、2023年3月改定）」において、府内の総電力需要量に対する府内

の再エネ発電電力量の割合を2030年度に25％以上に、また、府内の総電力需要量に占める再エネ電力使用量の割合を2030年度に36％～38％と

する目標を定める。

• 「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（2021年3月策定）」にて、2030年度の大阪府域のGHG排出量を2013年度比で40％削減

することを定める。

• 大阪府・大阪市が共同で策定した「おおさかスマートエネルギープラン（2021年3月策定）」にて、脱炭素化・レジリエンスの観点から、太陽光を中心とす

る自立・分散型エネルギーの導入量を250万kW以上に、また、電力需要量に占める再生可能エネルギー利用率を35％以上にすることを目標として設定。

• 「兵庫県地球温暖化対策推進計画（2022年3月改定）」において、2050年にGHG排出量実質ゼロと、2030年度のGHG排出量を2013年度比で

48％削減する目標を定める。

• 同計画において、2030年度再生可能エネルギーによる発電量を100億kWh（再エネ比率：約30％）とすることを目標として設定。

• 「奈良県脱炭素戦略（2025年3月策定）」において、2030年度のGHG排出量を2013年度比で45.9％削減することを目標として掲げている。

• 「第4次奈良県エネルギービジョン（2022年3月策定）」では、再生可能エネルギーによる電力自給率（2020年度は26.0％）を、2024年度までに

30％とすることを基本目標に掲げた。

• 「第5次和歌山県環境基本計画（2021年3月策定、2025年3月一部改訂）」では、2050年度までにGHG排出量実質ゼロとなることを目指し、2030

年度までに2013年度比マイナス46％とすることを目標としている。

• 同計画において、2030年度における県内消費電力量に対する再生可能エネルギー発電量の割合が33％となることを目指す。

脱炭素化・再エネ導入に向けた取り組み

（出典）各自治体の条例や実行計画、戦略等を参考
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DC：③近畿管内におけるDC産業動向

48 令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」
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近畿管内におけるDC産業動向：サマリ

DC設置は大阪府、兵庫県を中心に増加しているものの、福井県、滋賀県、京都府、兵
庫県、和歌山県では地方DC誘致を積極的に検討している

2024年までの

近畿管内におけるDC数
近畿管内におけるDCは、1974年に初めて設立してから、2000年代以降徐々に増加し、2012年
以降急増している

2023年度までの

近畿管内のDCの

サーバー室面積規模

近畿管内のDCサーバー室面積規模は1001~3000㎡が約4割を占める。うち、企業はNTTデータグ
ループが22,950㎡と最も大きく、NTTコミュニケーションズ、富士通、エクイニクス・ジャパンが続く

2024年度以降のDC立地
2024年度以降になると、都市近郊・郊外へのリスク分散や災害時バックアップの観点から大阪府
茨木市の丘陵地帯、京都府精華町などにハイパースケールDCの整備が進んでいる

DCのサーバー室面積マップ

（市郡別）
一方で、依然として、近畿管内のDCサーバー室面積を府県別に比較すると大阪府が圧倒的に大
きく、特に大阪市、茨木市の規模が大きい

自治体の取り組み
福井県、滋賀県、京都府、兵庫県、和歌山県においては、DC立地候補・高関心自治体として手
を挙げるなど、地方型DC立地検討を積極的に進めている

省エネ・再エネの取り組み
省エネ法に基づく水準（1.4以下）のエネルギー効率の目標達成・報告が2022年以降努力義務
とされ、また一部DC事業者では100%再エネに向けた動きがみられる

規格としてはハイパースケールDCが中心となりつつも、依然として大阪府大阪市・茨木市などに新設されている。一方で、

福井県、滋賀県、京都府、兵庫県、和歌山県においては、DC立地候補・高関心自治体として手を挙げるなど、地方
型DC検討を積極的に進めており、都市部・近郊と地方DC立地の2つの方向性でのDC立地展開が考えられる
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近畿管内におけるDC数

近畿管内におけるDCは、1974年に初めて設立してから、2000年代以降徐々に増加し、
2012年以降急増している
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近畿管内のDCのサーバー室面積規模

近畿管内のDCサーバー室面積規模は1001~3000㎡が約4割を占める。企業はNTTデータ
グループが22,950㎡と最も大きく、NTTコミュニケーションズ、富士通、エクイニクス・ジャパン
が続く

3

5

16

7

5
1

~500 ~1000 ~3000 ~5000 ~10000 ~30000
サーバー室面積（平米）

（単位）件

2023年度まで

37件

123,727 ㎡

（単位）㎡

• 近畿管内では、65%が3,000㎡以下の小規模

DCが占める

• 中でも、1001~3000㎡が43%を占める

管内DCサーバー室床面積規模別件数（2023年度まで） 企業別DCサーバー室面積規模（2023年度まで）

2023年度までにおいて、近畿管内では65%が3,000㎡以下の小規模DCであり、

サーバー室床面積10,001㎡を超える大規模なDCは1件しか存在しない
出典：日本データセンター協会（2024年）「データセンター一覧」参考
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2024年度以降のDC立地

2024年度以降になると、都市近郊/郊外へのリスク分散や災害時バックアップの観点から
大阪府茨木市の丘陵地帯、京都府精華町などにハイパースケールDCの整備が進んでいる

DC

タイプ
リテール ハイパースケールDC AIDC

プロジェクト

名

曽根崎DC

（OC1）

NEC神戸DC

三期棟

関西電力サイラス

ワンOSK1
大阪北DC

ESR-STACK 

けいはんな

（KIX01A）

京阪奈DC
KIX1

キャンパス

ESRコスモスクエア

DC-OS1
OS4x - 大阪堺DC

企業名
株式会社

オプテージ

日本電気

株式会社(NEC)

関西電力株式会

社

(運営：関西電力

サイラスワン株式会

社)

株式会社NTTデー

タグループ

(運営：NTTGDC

株式会社)

ESR株式会社

,STACK 

infrastructure

NTTコミュニケーショ

ンズ株式会社

(運営：NTTGDC

株式会社)

Vantage Data 

Centers
ESR株式会社

エクイニクス・

ジャパン株式会社

ソフトバンク

株式会社
KDDI株式会社

場所 大阪府大阪市 兵庫県神戸市 京都府精華町 大阪府茨木市 京都府精華町 京都府精華町 大阪府茨木市 大阪府大阪市 大阪府箕面市 大阪府堺市 大阪府堺市

設立 2025年度内 2024年度内 2027年度内 2027年度内 2027年度内 2025年度内 2026年度内 2025年度内 2024年度内 2026年度内 2025年度内

敷地面積 2,240㎡ - 19,693㎡ - 53,110㎡ - 45,000㎡ 8,068㎡ - 450,000㎡ -

延床面積 - - 38,777㎡ - - - - 24,507㎡ - 840,000㎡ 57,000㎡

サーバー室

面積
- --

5,000m²

（第1期）
- 10,900㎡ - 5,950㎡ 4926㎡ - -

施設概要 地上14階 地上7階 地上４階 地上3階 - 地上4階 - 地上5階 - - 地上4階

冷却設備
高効率

空調システム

フリークーリング(外

気冷却) 空調、冷

却方式の導入を検

討予定

閉ループ冷水システ

ムの活用、フリー

クーリング空冷チ

ラーなど

直接液冷方式など - -

密閉式冷水システ

ム・コンピュータールー

ム空気処理装置

（CRAH）

エネルギー効率が

高い水冷チラー、冷

却塔のフリークーリ

ング

オイルフリーの高効

率チラーの導入
-

空冷方式に加えて

直接液体冷却を

導入

ラック電力

密度
-

平均 8 kVA、

最大 12 kVA
- - - - - - - - -

総受電容

量
- -

70ＭＷ

（今後10年で

900MW規模）

- 72MW - 68MW - -
250MW

(第1期は150MW)
50MW

ＩＴ容量 - -
48ＭＷ

（第1号）

36MW（第1期は

18MW）

18MW

（1号棟）
30MW

28MW

（第1期）

25MW

（第1期）
14.4MW - -

100%

再エネ
YES YES - - - - - - - - YES

ラック電力密度：１ラックに搭載されたサーバーやストレージ、ネットワーク機器が消費する電力の総量、総受電容量：DCの規模を表す指標。建物全体への電力供給量
IT容量：DC内のＩＴ機器稼動用に提供される電力容量を表す指標

出典：各社プレスリリース、ニュースサイトより
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近畿管内のDCのサーバー室面積マップ（市郡別）［公表情報より整理］

一方で、依然として近畿管内のDCサーバー室面積を府県別に比較すると大阪府が圧倒的
に大きい

（単位）㎡

（単位）㎡

府県別DCサーバー室面積規模（新設予定のものを含む）

市町別DCサーバー室面積規模（新設予定のものを含む）

• 近畿管内のDCサーバー室面積を府県別に比較すると、大阪府が

圧倒的に大きい

• 近畿管内のDCサーバー室面積を市町別に比較すると、大阪府大

阪市が圧倒的に大きい

• 近畿管内のDCの大半は大都市又は住宅が多く建ち並ぶベッドタ

ウンに立地していることから、小規模なDCが多いと考えられる1,000~5,000~85,000~ 20,000~ 10,000~

エリア別サーバー室床面積（単位：㎡）

大阪市

箕面市

三田市

豊中市 京都市

茨木市

吹田市

明石市

3,000~

相楽郡

これに加えて、下記新規HSDC案件が

進行中

• 精華町：総受電容量900MW規模
• 相楽郡：IT容量30MW規模
• 堺市：総受電容量250MW規模

出典：日本データセンター協会（2024年）「データセンター一覧」参考

84,862 
19,209 

12,329 
10,714 

9,826 
7,934 

4,806 
701 
122 

大阪府大阪市

大阪府茨木市

京都府相楽郡

兵庫県明石市

大阪府箕面市

兵庫県三田市

大阪府豊中市

大阪府吹田市

京都府京都市

119,404 
18,648 

12,451 
0 
0 
0 
0 

大阪府

兵庫県

京都府

福井県

奈良県

滋賀県

和歌山県
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自治体の取り組み

福井県、滋賀県、京都府、兵庫県、和歌山県においては、DC立地候補・高関心自治体
として手を挙げるなど、地方型大規模DC検討を積極的に進めている

経済産業省 DC立地調査

経済産業省では、DCの国内最適配置に向け、DC拠点の設置に前向きな地方公共団体を募り、150 以上の地方公共団体との意見交換を実施。

福井県、滋賀県、京都府、兵庫県、和歌山県などがDC立地候補・高関心自治体として手を挙げるなど、地方型大規模DC検討が進んでいる

（出典）経済産業省（2022）「データセンターの誘致に前向きな地方公共団体との意見交換を踏まえた今後のデータセンター拠点立地について」

近畿管内立候補団体リスト

団体名 担当部署 立地候補地 規模

福井県敦賀市 産業経済部商工貿易振興課 敦賀市内民有地 約3.1ha

滋賀県甲賀市
建設部都市計画課都市基盤整備室・

産業経済部商工労政課
甲賀市甲賀町大原中、大原上田地先 約140ha

滋賀県彦根市 産業部地域経済振興課 彦根市内野田山地区 約10ha

滋賀県米原市 まち整備部経済振興局農林商工課

伊吹工業団地セメント工場跡地 総敷地25haの内約12ha

伊吹工業団地大清水地先 約15ha

米原工業団地西坂地先 約10ha

滋賀県竜王町 商工観光課
町内民有地 約40ha

町内民有地 約30ha

京都府宮津市 企画財政部企画課 宮津市内宮津エネルギー研究所用地
約11ha

約7ha

兵庫県 企業庁企業誘致課

播磨科学公園都市

①産業用地C-12区画

②産業用地C-13区画

③業務用地

①2.4ha

②2.0ha

③3.6ha

ひょうご情報公園都市 約50haの一部

兵庫県西脇市 産業活力再生部商工観光課
西脇市内 民有地 約15ha

西脇市内 民有地 約6ha

和歌山県 商工観光労働部企業立地課
コスモーパーク加太 約55.6ha

御坊工業団地(熊野) 約21ha(造成後約12ha)

※詳細は次頁
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〔参考〕

団体名 担当部署 立地候補地 所有者 規模 電力ｲﾝﾌﾗ整備状況 通信ｲﾝﾌﾗ整備状

況

交通アクセス 候補地の現況

福井県

敦賀市

産業経済部商工

貿易振興課

敦賀市内 民有地（工業

専用地域）

民間企業1社で所

有（2024年12月ま

で賃貸借契約）

約3.1ha 変電所から約1km 近隣

鉄塔から200ⅿ

調査中 敦賀駅より車約10分

敦賀ICより車約10分

現在、賃貸借契約

中

（2024年12月ま

で賃貸借契約予

定）

滋賀県

甲賀市

建設部都市計画

課都市基盤整備

室・

産業経済部商工

労政課

甲賀市甲賀町大原中、大

原上田地先

個人所有 約140ha 上水道（甲賀市）、下

水道接続可能、高圧電

力6,000V）または特別

高圧（20,000V）

甲賀市内全域にて、

ケーブルTVの光ファイ

バーケーブルによる通

信インフラが整備済

み。（企業用除

く）

JR甲賀駅より車10分 山林、農振農用地

滋賀県

彦根市

産業部地域経済

振興課

彦根市内野田山地区 個人所有 約10ha 地区内に送電線有 不明 名神高速道路彦根ICから車5

分

JR彦根駅から車10分

農地

滋賀県

米原市

まち整備部経済振

興局農林商工課

伊吹工業団地セメント工場

跡地

民間所有地 総敷地25haの

内約12ha

特別高圧77.000V（坂

田変電所から

1.5km）

光ファイバー引込可 JR米原駅より車25分

米原ICより車20分

工場跡地

伊吹工業団地大清水地先 民間所有地 約15ha 特別高圧77.000V（坂

田変電所から

1.5km）

光ファイバー引込可 JR米原駅より車25分

米原ICより車20分

山林

米原工業団地西坂地先 民間所有地 約10ha 特別高圧77.000V（湖

東変電所から

1.2km）

光ファイバー引込可 JR米原駅より車10分

米原ICより車3分

農地（一部山

林）

滋賀県

竜王町

商工観光課 町内民有地 個人所有 約40ha 超高圧・特別高圧2系統

引込可

名神高速道路沿い

に光ファイバー敷設

名神高速竜王ICすぐ

JR野洲、近江八幡駅より車20

分

山林、田畑など混

在地

町内民有地 混在地

行政（国・町）民

間企業

個人所有

約30ha 超高圧・特別高圧2系統

引込可

名神高速道路沿い

に光ファイバー敷設

名神高速竜王ICすぐ

JR野洲、近江八幡駅より車20

分

山林、田畑など混

在地

京都府

宮津市

企画財政部企画

課

宮津市内

宮津エネルギー研究所用地

関西電力㈱ 約11ha

約7ha
275,000kVおよび

77,000kV送電設備あり

※供給の詳細は協議要

光ファイバー回線あ

り

※詳細は通信事業

者と協議要

宮津駅より車10分

京都縦貫自動車道宮津天橋

立ICより車15分

建物有り

経済産業省（2022）「データセンターの誘致に前向きな地方公共団体との意見交換を踏まえた今後のデータセンター拠点立地について」

より、近畿管内地域抜粋
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〔参考〕

団体名 担当部署 立地候補地 所有者 規模 電力ｲﾝﾌﾗ整備状況 通信ｲﾝﾌﾗ整備状況 交通アクセス 候補地の現況

兵庫県 企業庁企業誘致

課

播磨科学公園都市

①産業用地C-12区画

②産業用地C-13区画

③業務用地

県企業庁管理

①②産業用地

③業務用地

①2.4ha

②2.0ha

③3.6ha

特別高圧を都市内変

電所から引き込み可能

県専用光ファイバー最

大10Gbps利用可能

相生駅より車20分

播磨新宮ICより車3分

整備済み産業用地

ひょうご情報公園都市 県企業庁所有の産

業用地開発予定地

約50haの一部 調査中 県専用光ファイバー最

大10Gbps利用可能

三木東ICより車5分 山林（R10年度までに

造成）

兵庫県

西脇市

産業活力再生部

商工観光課

西脇市内 民有地 個人所有（複数） 約15ha 引込可能高圧線

77,000V

調査中 JR西脇市駅より車10分

滝野社ICより車15分

山林（造成必要あ

り）

西脇市内 民有地 個人所有（複数）、

一部国・市所有

約6ha 引込可能高圧線

77,000V

調査中 JR西脇市駅より車10分

滝野社ICより車15分

農地、廃川敷（造成

必要）

和歌山県 商工観光労働部

企業立地課

コスモーパーク加太 和歌山県土地開発

公社

約55.6ha 高圧6.6kV配電可能

特別高圧77kVを加太

変電所から引込可

（約1.8km）

コスモパーク内に通信

事業者2社の光回線

有り

大阪市内より車80分

和歌山北ICより車30分

関西国際空港より車50分

南海本線和歌山大学前駅

より車20分

南海加太線二里ヶ浜駅より

車6分

造成済約35.3ha （う

ち平地約27.2ha）粗

造成済約20.3ha （う

ち平地約16.3ha）

御坊工業団地(熊野) 和歌山県 約21ha

(造成後約

12ha)

高圧6.6kV配電可能

特別高圧33kV、77kV

を引込可(約3.6km)

未調査 JR紀勢本線御坊駅より車

10分

御坊ICより車5分

御坊南ICより車3分

関西国際空港より車60分

南紀白浜空港より車40分

未造成地（山林他）

総面積約21ha（造成

後面積約12ha）

経済産業省（2022）「データセンターの誘致に前向きな地方公共団体との意見交換を踏まえた今後のデータセンター拠点立地について」

より、近畿管内地域抜粋
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DCにおける再エネの取り組み

省エネ法に基づく水準（1.4以下）のエネルギー効率の目標達成・報告が2022年以降努
力義務とされ、また管内主要DCプレイヤーは100%再エネに向けた動きがみられる

エネルギー効率性改善のための省エネベンチマーク制度

• 省エネ法に基づくベンチマーク制度では、業種ごとの中長

期的な省エネの取り組みの促進を目的とし、業種別に目
指すべき省エネの水準（ベンチマーク目標）を定めている

• 毎年の省エネ法の定期報告においてベンチマーク指標を
報告し、2030年度のベンチマーク目標達成に向けて取り
組む必要があり、データセンター業は2022年4月に対象
業種に追加された

再エネ利用向上/転換のための各企業の取り組み

NTT
データ

NEC

TIS

オプテー
ジ

エクイニ
クス

富士通

SCSK

• 2025年にNTTデータグループが保有する国内全13拠点のDCに

ついて使用電力の再エネ100%転換を図る計画を発表

• 100%再エネを使用した「NEC神戸DC三期棟」を2024年に開

設

• 2023年4月より主要4DC（東京第4DC、大阪第2DC、大阪

第3DC、大阪第4DC）の全使用電力を再エネ由来とし、再エ

ネ利用率100％へ引き上げることを2022年11月に発表

• トリナ・ソーラー・ジャパン・エナジーと30MWの再エネ電力購入契

約（PPA）を2025年に締結

• DC利用顧客へ提供する電力に非化石証書由来の環境価値

を付与するサービスを実施

• 関西電力とKDS太陽光合同会社とコーポレートPPAを締結。関

西電力の再エネECOプランの利用とあわせて、再エネ100%の

「曽根崎データセンター（OC1）」を2026年1月に開設

• FIT非化石証書を2022年に購入するなど、DCを中心に省電力

化の取組を実施

出典：総務省（2023年）「インターネット白書2023」、資源エネルギー庁（2023）「データセンター業のベンチマーク制度の概要」

TIS株式会社（2022）「TISインテックグループ、データセンターにおけるカーボンニュートラルに向けた取り組みを推進」、エクイニクス（2025）「エクイニクス、日本初となる30MWの再生可能エネルギーPPAをトリナ・ソーラー・ジャパン・エナジーと締結」、富士通「環

境価値提供」、オプテージ「曽根崎データセンター（大阪）」、SCSK株式会社（2022）「SCSKグループ CO2排出量ゼロのグリーン電力活用を推進」

◼ データセンター業のベンチマーク指標・目標

ベンチマーク目標（目指すべきベンチマーク指標の値）＝1.4以下

※1 対象事業所であるDCが複数ある場合は、それらのDCにおけるエネルギー使

用量を合計した値

※2 対象事業所であるDCが複数ある場合は、それらのDCにおけるIT機器のエ

ネルギー使用量を合計した値

DCにおけるエネルギー使用量※1（kWh）

DCにおけるIT機器のエネルギー使用量※2 （kWh）
ベンチマーク指標＝
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府県別DCリスト（1/2）

〔参考〕

NO. DC名 所在地 所在地 会社名 設置年度 FSレベル サーバー室面積（平米）

1 OS1 IBXデータセンター 大阪府 大阪市 エクイニクス・ジャパン株式会社 2013 ティア３相当 6,100

2 OS2x xScaleデータセンター 大阪府 箕面市 エクイニクス・ジャパン株式会社 2021 ティア３相当 4,900

3 OS3 IBXデータセンター 大阪府 大阪市 エクイニクス・ジャパン株式会社 2021 ティア３相当 4,000

4 netXDC三田センター 兵庫県 三田市 ＳＣＳＫ株式会社 2008 ティア４相当 4,574

5 netXDC三田第２センター 兵庫県 三田市 ＳＣＳＫ株式会社 2018 ティア４相当 3,360

6 堂島データセンター 大阪府 大阪市 エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社 - 5,518

7 日本橋データセンター 大阪府 大阪市 エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社 2021 ティア４相当 912

8 高津データセンター 大阪府 大阪市 エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社 2010 ティア４相当 760

9 北浜データセンター 大阪府 大阪市 エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社 2018 ティア３相当 2,000

10 曽根崎データセンター 大阪府 大阪市 エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社 2022 ティア４相当 2,920

11 NTT DATA 堂島ビル 大阪府 大阪市 NTTデータグループ 1974 22,950

12 京都南データセンター 京都府 京都市 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ 2001 ティア２相当 122

13 大阪第1データセンター 大阪府 大阪市 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ 2001 ティア２相当 2,736

14 大阪第2データセンター 大阪府 大阪市 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ - ティア３相当 1,756

15 大阪第5データセンター 大阪府 大阪市 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ 2015 ティア３相当 3,485

16 大阪第7データセンター 大阪府 茨木市 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ 2019 ティア４相当 8,940

17 オージス総研大阪第1データセンター 大阪府 大阪市 株式会社オージス総研 2001 ティア３相当 2125

18 梅田北データセンター 大阪府 大阪市 株式会社オプテージ 2012 ティア４相当 4,095

19 心斎橋データセンター 大阪府 大阪市 株式会社オプテージ 2008 ティア３相当 1,070

20 カゴヤ・ジャパン けいはんなラボA棟 京都府 - カゴヤ・ジャパン株式会社 2006 ティア２相当 460

21 カゴヤ・ジャパン けいはんなラボB棟 京都府 - カゴヤ・ジャパン株式会社 2014 ティア４相当 968.65

22 TELEHOUSE OSAKA 2 大阪府 大阪市 KDDI株式会社 2015 ティア４相当 7,484

23 堂島データセンター 大阪府 大阪市 さくらインターネット株式会社 2004 2,190

24 セキュアデータセンター大阪 大阪府 大阪市 セコムトラストシステムズ株式会社 2013 ティア４相当 2,500

25 大阪電算センター 大阪府 吹田市 株式会社大宣システムサービス 2016 ティア３相当 701

26 大阪第2DC 大阪府 大阪市 TIS株式会社 2007 ティア４相当 2,465

（出典）日本データセンター協会（2024年）「データセンター一覧」（会社名は出典のウェブサイトに掲載されている名称とする） ※サーバー室面積が記載されているものを抽出
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府県別DCリスト（2/2）

〔参考〕

NO. DC名 所在地 所在地 会社名 設置年度 FSレベル サーバー室面積（平米）

27 大阪第3DC 大阪府 大阪市 TIS株式会社 2013 ティア４相当 1,150

28 大阪第4DC 大阪府 茨木市 TIS株式会社 2016 ティア４相当 1,519.4

29 野村総合研究所 大阪第二データセンター 大阪府 茨木市 株式会社野村総合研究所 2016 - 3,750

30 明石データセンターＡ棟 兵庫県 明石市 富士通株式会社 1997 ティア４相当 7,449

31 明石データセンターＥ棟 兵庫県 明石市 富士通株式会社 2013 ティア４相当 1,462

32 明石データセンターＦ棟 兵庫県 明石市 富士通株式会社 2016 ティア４相当 1,462

33 明石データセンターＧ棟 兵庫県 明石市 富士通株式会社 2020 ティア３相当 341

34 大阪千里データセンターＡ棟 大阪府 豊中市 富士通株式会社 1998 ティア３相当 2,600

35 大阪千里データセンターＢ棟 大阪府 豊中市 富士通株式会社 2013 ティア３相当 2,206

36 西梅田サイト 大阪府 大阪市 株式会社ブロードバンドタワー 2007 ティア３相当 1,696

37 関西データセンター 大阪府 大阪市
三菱電機インフォメーションネットワーク

株式会社
2003 ティア３相当 1,000

38 ESR-STACK けいはんな（KIX01A） 京都府 精華町 ESR株式会社、STACK infrastructure 2027 - -

39 京阪奈データセンター 京都府 精華町 NTTコミュニケーションズ株式会社 2025 ティア３相当 10,900

40 - 大阪府 堺市 ソフトバンク株式会社 2026 - -

41 KIX1キャンパス 大阪府 茨木市 Vantage Data Centers 2026 - -

42 ESRコスモスクエア データセンターOS1 大阪府 大阪市 ESR株式会社 2025 - 5,950

43 OS4x 大阪府 箕面市 エクイニクス・ジャパン株式会社 2024 - 4,926

44 曽根崎データセンター（OC1） 大阪府 大阪市 株式会社オプテージ 2025 ティア４相当 -

45 NEC神戸データセンター三期棟 兵庫県 神戸市 日本電気株式会社 2024 - -

46 関西電力サイラスワンOSK１ 京都府 精華町 関西電力サイラスワン株式会社 2027 - -

47 大阪北データセンター 大阪府 茨木市 株式会社NTTデータグループ 2027 ティア３相当
2027年度1期棟

5,000

48 大阪堺データセンター 大阪府 堺市 KDDI株式会社 2025 - -

（出典）日本データセンター協会（2024年）「データセンター一覧」（会社名は出典のウェブサイトに掲載されている名称とする）※サーバー室面積が記載されているものを抽出、2024年以降は各社プレスリリース等を参照
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DC：④DC立地の方向性および課題と支援ニーズ
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• 大規模なクラウド・AI向け設備を持つ事業者（AWSやMicrosoft、Googleなど）が世界のDC容量の大きなシェアを占める動

きがみられ、これら需要家に対する大規模DC立地が進んでいる

• AIは学習と推論に大別でき、学習は大量のデータを用いて「知識」を獲得する段階で、データ量・演算量とも膨大かつ長時間の

連続演算が必要になり、大規模なDCを必要とする。一方で、推論では、学習済みモデルを用いて実際に「回答」や「分類」、

「生成」などを行うため、比較的軽量なGPU・CPUなどを用いて、エッジデバイスや小・中規模なDCでも処理することが可能

令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」61

市場動向調査等を踏まえたDC立地の方向性

クラウド・AI事業者が世界のDC容量の大きなシェアを占める動きがあり、東京・大阪など大
都市・近郊に大規模DC立地が進み、地方では用途特化のDC立地などの可能性がある

市場動向

大都市・

近郊型

大規模クラウド・AI提供事業者を主要な顧
客とする大規模DCはアクセスがよくユーザー

の多い大都市・近郊への立地ニーズが強い
地方型

中規模の産業向けDC、地域需要を満たす
ためのAI推論用やエッジデバイス用など用
途に特化したDCが地方型DCとして立地可

能性あり

規模・

特徴

• 総需要電力60MW~数百MW、敷地面積

1ha~数十ha
• 大量のデータ処理が必要になるため、電力消

費・冷却コストが大きい

立地
要件

• 地震・洪水リスクが低く大規模な平地

• 冷却用の水資源に恵まれた膨大で安定した電
力供給が可能

• 都心から50km圏内

規模・

特徴

• 総需要電力20MW~程度、敷地面積1ha未
満

• 一定程度電力消費・冷却コストがかかる

立地
要件

• 地震・洪水リスクが低く平坦な土地

• 冷却用の水資源や安定した電力供給が可能

• 中心地からアクセスが容易な場所

難点
• 大規模電力供給拠点の整備・確保。数百

MW級のDCでは超高圧変電所を要する
難点

• 電力供給拠点の確保（高圧・特高）

• 顧客の確保（SaaS基盤・研究利用等）

だとすると・・・ だとすると・・・

※遅延の観点では推論DCも人口密集地に立地しやすい
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DC立地における課題

レイテンシー・アクセス等の観点で都市部・近郊でのDC立地が好まれる中、用地・電源・時
間・制度的課題が顕在。また地方誘致の難しさも残る・・・

用地

電源

時間

制度

距離

• 大規模DCの立地を目指す中で、都市部では拡張性ある用地が限られており、近郊での大規模で平坦な用地への立地が期待さ

れる

• 一方で、すぐに立地できる近郊の用地が少なく、開発計画・用地整備許可獲得など開発初期段階から始めなければいけない

• 都市部・近郊における大規模電源供給インフラが整備されていない、あるいは仮に都市部・近郊に用地があったと供給拠点から
離れており系統整備など負担が大きくかかる

• 電力系統から供給できる容量など情報が公開されていないため、いつ・どこで・どれだけ調達できるかの情報が得られず立地判断
を難しくさせている

• 用地開発においては、開発計画や利権者とのコミュニケーション、農地であれば農地転用許可、造成など一連の用地開発に5年

～10年（造成自体は3～5年）かかり、電力供給基盤整備においても、大まかな需要を把握してから整備するとなると5年～10
年かかる。そのため、用地開発や電源整備に要する時間が短期間でのDC立地を期待する事業者の需要と嚙み合わない

• 用地開発・電源整備を行うための適した期間に対応する制度・支援が不足している。DC事業者確保の不確実性が高いなかで
のリスクを許容できる用地開発が難しい

• 例えば地域未来投資促進法を活用した用地開発を民間主体で進める事例があるが、同制度は各自治体が2年～3年程度の期

間で促進計画を策定しその期間内に具体的な立地企業を呼び各企業の個別事業計画が固まらないと活用されない。もともと用
地開発向けに整備された制度ではないため、不確実性をもつ用地開発や実施期間、また秘匿性の高いDC誘致などにおいてミス
マッチが生じる

• 膨大なデータ処理・学習型AIなどのDCはレイテンシーを抑える観点でIXの近くに立地されることが望まれている。また、メンテナンスな

ど人の移動を伴うことから、都市部・近郊が望まれる。これらを踏まえると地方でのDC立地に関して、技術的にある程度レイテン
シーを抑えて通信できたとしても、電気料金が圧倒的に安いなどインセンティブが働かない場合あえて遠方に立地する理由をみつ
けづらい

課題 内容

用地がない→電源がない→時間がかかり立地判断できない→事業者が決まらないので開発できない・・・の負の循環に陥る
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DC立地推進のための支援ニーズ

各関係者のボトルネックとなっている「情報連携」および「制度利用」のための計画的な「エ
リア別」支援が必要

必要とされる支援・取り組み

エリア別

開発計画

情報連携・

予算確保

用地開発

特化

事実、大手顧客は都市部・近郊を中心に立地を狙っている。地

方DC立地像を明確にしつつ、エリア別にどうDC用地を開発する

のか関係者と連携して計画

国内外のDC事業者の動き・ニーズを理解、電力系統を含む必

要情報を把握し、必要な電力系統整備期間や費用を織り込ん
だ長期的な予算の確保・政策に落とし込む

立地企業先行ではなく、ある程度産業開発計画が決まった段

階で進めることができる用地先行投資型。中長期の取り組みを

カバーできる金銭的補助・優遇制度

現状、用地が先か事業者が先かの負の循環に陥っており、DC立地を推進する

ための関係者が動き出しづらい状況に。用地開発先行を前提に、各関係者の

ボトルネックとなっている「情報連携」および「制度利用」のための計画的な「エリ
ア別」支援が必要

事業者ニーズがわか

らず用地整備が進
まない・・・

希望するエリアに電源

がないので立地できな

い・・・電力情報がなく
立地判断できない・・・

用地や電力系統整

備に時間がかかるの
で立地できない・・・

支援制度が用地や電

力系統整備の時期・期

間に対応していないので

用地開発が難しい・・・
誘致できる確証がない

自治体

用地 電源

時間制度

DC事業者

用地開発
事業者

DC事業者

負の循環
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支援策検討における大まかな論点

DC立地推進に向けた各取り組みにおいて、検討すべき論点を整理

エリア別

開発計画

情報連携・

予算確保

用地開発

特化

✓ 都市部・近郊での大規模DC誘致として次の誘致先をどう決めるか？

✓ そのための優先的な系統整備は可能か？

✓ 地方DCのエンドユーザーはだれか？（＝どのアプリケーション先・産業と連携して地方型

DCを利用していくような具体的な利用目的・ユーザーを描けるか？）

✓ 大規模化していく国内外のDC事業者の要件は何か？想定電力需要はどの程度か？

✓ どのような枠組みで系統電源等情報を共有していくか？

✓ 好ましい用地を開発していくためにかかる時間・コスト・課題は何か？

✓ 整備のために必要な人材や資材を長期的にどう確保していくか？

✓ 設備費高騰を踏まえた長期的で大規模な用地開発予算をどう確保していくか？

✓ 用地開発型として組み入れるべき支援対象項目は何か？

✓ 時間的束縛を抑えた段階的支援制度・設計をどのように行うか？

✓ 制度として許容できるリスク（用地開発中止・資材高騰等による必要資金の追加・企

業誘致長期化・・・）はだれがどの程度負担する仕組みとするか？

✓ 用地開発に向けた地域未来投資促進法の利用、あるいは地域未来投資促進法に代

わる支援制度の効率的な運用をどう設計するか？

大まかな論点必要な取り組み

用地開発先行
を前提に・・・
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DC立地推進のための枠組みイメージ

DC立地を進めるにあたり、DC事業者の立地要件やDC利用、用地開発の視点を組み込
んだ制度設計のための情報収集・関係性構築を行うことが重要

自治体 政府 通信事業者

送配電・電力事業者用地開発事業者 DC事業者

• 都市部・近郊型/地方型DC立地に

おける要件および現状の用地・電源

整備課題を踏まえた段階的かつ柔軟
なDC用地開発向け支援制度の検

討・導入

柔軟性ある

用地開発向け制度

関係者調

整・開発手
続き等支援

用地開発計画策定

調査費用等支援

継続的な意見交換に
よるニーズ・論点把握

電力需要見込みの確認 供給可能容量等情報提供

立地

要件

産業住民

DCのアプリケー

ション先（国

内産業）育成
方針・支援

合意
形成

合意
形成

• DC事業者との継続的な意見交換によ

るニーズ・論点把握。それらを踏まえた
適地調査や用地開発計画の策定

• 用地開発事業者と連携した関係者調
整・手続き等支援

• DC事業への

理解

• 自治体の方

針理解・事業

者との関係性

構築・意見の
反映

• 次世代産業

や技術開発
を通じたDC
利用拡大

通信環境技術開発・
連携体制構築

• 大規模/高速データ通信インフラ技術

開発および技術的特徴・制約等情
報共有

• 政策に連動した通信インフラ整備連
携

• DC事業者の電力需要や立地ニーズ

把握・適地調査の実施

• 国、自治体の制度を利用した用地開
発および企業誘致

• 地域電力・再エネ活用の組み込み

• 膨大な電力需要に対応するための都

市部・近郊型/地方型における電力

供給余力やそれに応じた系統整備の

ための支援策落とし込み

• 供給可能容量等情報提供

• 市場動向を踏まえた都市・近郊型/
地方DC立地要件の共有

• 用地や供給電力余力など情報収集

DCを活用した

産業の育成支援

都市部・近郊型/地方

型における送配電の供

給余力やそれに応じた

系統整備のための支援
策落とし込み



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」66

地方型DC活用イメージ：地域エネルギー活用と連動したDC誘致・地域アプリケーション（ユーザー）開発

〔参考〕

地方におけるDC活用は、DC利用者獲得の難しさ（海外大規模クラウドの立地の難しさ、地域DC利用者などの需要不足）から、

DC誘致と併せて、DC利用者や活用イメージを具体化することが重要。例えば、AI技術を活用したモビリティ・スマート農業・工場

オートメーションなどの領域で事業開発支援や事業促進のための枠組みを構築し、中堅・大手企業を中心としつつスタートアップ企

業の育成を行い、地域で「誰が・どのような用途で」DCを利用するかを検討し、支援するなどが考えられる。

DCを
誘致する

DX推進・産業振興関連部署・課

• AIを活用した事業開発・促進のためのビジョン策

定、事業支援、連携プラットフォームを運営

• 地域産業やライフスタイルのGX化と並行し、DC

利用ニーズが高まるような注力領域を設定しつつ、

中堅・大手企業との連携をはじめ、地域のスター

トアップ育成事業などを推進

利用目的・利用者を具体的にイメージしながらエンドユーザーを地域内に増やしていく、DC誘致・顧客開拓の双方にアプローチ

企業誘致・産業振興関連部署・課 エネルギー関連部署・課

• 再エネ利用可能な用地にすること

でDC誘致を促進

• 新エネルギー活用事業と併せて、DCの再エネ

利用を推進。例えば、オンサイト/オフサイト電

源で再エネ料金を抑えながら再エネ100%利

用したDCを目指す

地域内

DC利用者
を増やす

オフサイトPPA

オンサイトPPA再生可能

エネルギー
100%DC
を実現する

太陽光発電・風力発電・
水力発電等

地域既存電源

横串
連携

横串
連携

医療
＜イメージ＞

・医療画像AI解析

・遠隔診療プラットフォーム

・医療データ連携基盤

スマート農業
＜イメージ＞

・センサー・モニタリング

・農場管理

・ドローン撮影/AI生育解析

・プレシジョンファーミング

モビリティ
＜イメージ＞

・ドローン物流/点検

・自動運転

・空飛ぶクルマ

オートメーション
＜イメージ＞

・デジタルツイン

・画像検査AI
・ロボット群制御

・サプライチェーン可視化

既存電源

（バックアップ）
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〔参考〕DC関連事業者・有識者ヒアリング

67 令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」
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DC関連団体・有識者ヒアリング

〔参考〕管内自治体に加えDC事業に関連する民間事業者・業界団体へヒアリングを実施

属性

関連団体・事業者

ヒアリング

1 管内自治体①

2 管内自治体②

3 通信事業者①

4 通信事業者②

5 エネルギー会社

有識者

ヒアリング
6 業界団体
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５．半導体関連産業立地調査の詳細
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半導体：①世界・国内における半導体関連産業の動向
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世界・国内における半導体関連産業の動向：サマリ

デジタル技術高度化による半導体需要が伸び、2026年には116兆円規模を予測。部素
材での日本シェアが約5割と大きく、基本戦略では国内生産力強化に注力し官主導の大
規模投資が行われている

グローバル半導体市場の動き
2024年では前年比＋19.7％成長し、2026年には、760,700百万USD（約116兆円）規模に
拡大すると予測される。AI需要を見越したDC投資が半導体市場成長を牽引

国内半導体市場の動き
国内市場においては、CAGR2%台で成長し、2026年には49,776百万USD（約7.6兆円）規

模に拡大する見込み

半導体の日本シェア
メモリではNANDにおいてKIOXIAが世界シェア第2位。 MicronやWDなど日米連携企業もシェア

が大きい。パワー半導体では、世界市場の3割を日系企業5社で占める。マイコンではルネサスが世
界シェア第2位、イメージセンサではソニーが4割越えの世界トップ。

半導体製造装置・

部素材の日本シェア

半導体製造装置・主要半導体部素材における日本の市場シェアは、前者は3割越え、後者では

市場の約半分のシェアを誇る。国際的にみれば、日本は半導体製造サプライチェーンに欠かせない
基盤技術を有している

直近の政策

基本戦略では、コロナによるサプライチェーンの寸断や経済安全保障を背景に、2020年より製造基

盤技術の強化のための開発・生産設備等支援、2025年より量産体制や先端半導体技術の拡

大、2030年以降は光電融合技術実現を目指す。JASM投資に併せて、熊本県に半導体サプラ
イチェーンが構築される

投資規模
半導体産業に関する投資予算は、 2021年度～23年度の3年間で4兆円を超える規模に到達。
2030年度までに、10兆円越えの政府投資予算を計画している

日本においては、NANDではKIOXIAが世界シェア2位、パワー半導体では世界市場の3割を占めるなど存在感を見せる。

また、半導体製造装置や部素材においては31%、48%とシェアが大きく国際サプライチェーンに影響力をもつ。直近では、

半導体産業復活として半導体生産能力強化を掲げ、巨額な政府投資予算が動いており、自然環境など地の利を生
かした地方半導体製造拠点およびサプライチェーン整備が期待される
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半導体の主な分類

半導体は、情報を処理する演算用、情報を記憶する記憶用、そのほか信号変換用等の
３つの用途に分けられ、メモリ、ロジック、パワー、アナログ、光半導体の５つに分類される

製品例製品分類用途 製品概要 用途例

パワー半導体

AD/DAコンバータ

CMOSイメージセンサ

MPU
Micro Processing Unit

システムLSI

DRAM
Dynamics Random 

Access Memory

NAND
Not AND

ロジック

メモリ

信号

変換等

情報

記憶

パワー

アナログ

光半導体

直流を交流に変換するインバータ、交流を直流に変換するコンバータ、周波数

変換などの機能を持つ電力変換器を構成する最も重要な半導体デバイスの

総称。近年、SiCパワー半導体やGaNパワー半導体が注目されている

アナログ信号とデジタル信号を相互に変換する装置。ADコンバータは、マイク

や楽器から入力されたアナログ信号をデジタル信号に変換し、DAコンバータは、

デジタル信号をアナログ信号に変換する機能を担う

レンズ部分から取り込んだ光を電気信号として画素ごとに取り出し、対象物

の画像を撮影することができる半導体

CPU（中央処理装置）やCPU機能（制御と演算）を一つの半導体チップ

に集積した回路

複数のICを単一のチップに統合し、システム全体をほぼ1つのICで構成する考

え方を実現したデバイス。SOC（system on chip）、SOS（system on 

silicon）とも呼ばれる。デジタル家電向けなどのIC メーカーが注目している

容量が大きく高速であるため、コンピュータの主力メモリとして使用される。

DRAMは電源が遮断されると保存データが消滅する揮発性記憶素子であり、

一定時間ごとにデータを維持する機能（リフレッシュ）が必要となる

NAND型フラッシュメモリはあらゆるデータを０と１デジタルデータで表現し記憶

することが可能。電源を切っても記憶が保持される不揮発性であり、小型で

軽量、容量が大きくなり、用途が広がっている

電車や電気自動車、家

電製品、照明器具、電
磁調理器等様々

オーディオ、通話機器

携帯電話、デジタルカメラ

パソコン、サーバー等

家電、携帯電話、

カーナビ等車載システム

パソコン、携帯電話等

携帯音楽プレーヤー、ビデ
オ・カメラ、携帯電話等

マイコン

Micro Controller Unit

CPUを搭載し、メモリ、回路などを一つのチップにまとめた制御装置。主な用

途は機械の制御で、お風呂の自動お湯はり、自動炊飯、冷蔵庫温度調節

などに利用される

家電、産業機器、

自動車等
マイクロ

演算

情報

処理



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.73

半導体産業における世界・国内市場動向

半導体産業における世界市場は、2026年には760,700百万USD（約116兆円）規模に
拡大すると予測される。AI需要を見越したDC投資が半導体市場成長を牽引

46,751 46,739 47,037 49,776 

526,885 

630,549 

700,874 

760,700 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

2023 2024 2025 2026

Discrete Optoelectronics Sensor& Actuator IC Japan TOTAL

(単位：USD million)

• 世界の半導体市場動向 2024 年の世界半導体市場は前年比+19.7%。AI 需要を見越したDC投資に連動する形で半導体需要が大きくな

り、半導体市場の成長を牽引

• 国内市場においては、CAGR2%台で成長し、2026年には49,776百万USD（約7.6兆円）規模に拡大する見込み

+19.7%

CAGR13.0%

（出典）一般社団法人WSTS日本協議会（2025）「WSTS 2025年春季半導体市場予測について」

世界市場

国内市場

※為替レートは、1US ドルに対して 2024 年：151.5 円、2025 年以降：152.6 円を前提

CAGR2.1%



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」74

半導体産業（IC）における世界市場動向

ICにおいては、ロジックが43%と市場が最も大きく、次いで、メモリ（32.2%）、アナログ
（12.8%）、マイクロ（マイコン・MPU等）（12.0%）となる

76,340 78,633 77,840 80,186 

81,225 79,588 81,642 85,535 

92,288 
165,516 184,841 

214,826 

178,589 

215,768 

267,259 

286,842 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

2023 2024 2025 2026

Micro Analog Memory Logic

428,442

539,505

611,582

667,390 CAGR15.9%

43.0%

32.2%

12.8%

12.0%

• 2026年のIC製品全体の製品別売り上げ予測の内訳をみると、ロジックが43%と市場が最も大きく、次いで、メモリ（32.2%）、アナログ

（12.8%）、マイクロ（マイコン・MPU等）（12.0%）となる

• どの製品においても、市場が拡大していく見込み

（出典）一般社団法人WSTS日本協議会（2025）「WSTS 2025年春季半導体市場予測について」

(単位：USD million)
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Samsung

グローバルファウンドリーズ

その他
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半導体の設計・製造基盤における企業シェア（2021）

メモリではNANDにおいてKIOXIAが世界シェア第2位。。MicronやWDなど日米連携企業
もシェアが大きい。パワー半導体では、世界市場の3割を日系企業5社で占める。マイコンで
はルネサスが世界シェア第2位、イメージセンサではソニーが4割越えの世界トップ

42.7

28.6

22.8

3.2 1.0 1.6

Samsung SKハイニクス Micron

Nanya ウィンボンド その他

33.9

18.913.9

13.2

10.6

9.6

Samsung KIOXIA Western Digital

SKハイニクス Micron その他

17.1

16.5

15.213.6

12.4

25.2

NXP Renesas STmicro

Infineon Microchip その他

17.3

12.4

12.1

10.39.5

38.5

クアルコム ブロードコム NVIDIA

メディアテック AMD その他

50.617.6

7.5

5.9

4.9

13.5

44.0

18.5

15.1

5.4
4.5

12.5

ソニーセミコン Samsung
Omni Vision ギャラクシーコア

オンセミ その他

25.2

9.3

7.8
25.5

5.1

27.1

Infineon オンセミ STmicro

日系企業 ビジェイ その他

DRAM
940億USD

NAND
684億USD

パワー半導体

189億USD

マイコン

222億USD

イメージ

センサ

188億USD

ファブレス

1,699億USD
ファウンドリ

1,014億USD

単位（％）

日系企業内訳：

三菱電機（7.7）、

富士電機（6.1）、

東芝（5.1）、

ルネサス（3.3）、

ローム（3.3）

メモリ パワー

ロジック 光半導体 ファブレス（設計）・ファウンドリ（製造）

（出典）経済産業省（2023）「半導体・デジタル産業戦略」

TSMC

UMC

SMIC
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半導体製造装置・部素材における日本の市場シェア（2021）

半導体製造装置・主要半導体部素材における日本の市場シェアは、前者は3割越え、後
者では市場の約半分のシェアを誇る。国際的にみれば、日本は半導体製造サプライチェー
ンに欠かせない基盤技術を有している

（出典）経済産業省（2023）「半導体・デジタル産業戦略」

半導体製造装置における市場シェア 主要半導体部素材における市場シェア

• 半導体装置とは、「半導体」という電子部品をつくるための機械であり、

ウエハにある目に見えない汚れを取り除く洗浄装置やシリコン結晶の中

にイオンを打ち込むイオン注入装置、イオン注入後の結晶回復を行うた
めの熱処理装置などがある

• 日本は、半導体製造装置の世界市場において31%のシェアを有する

• 半導体部素材に含まれる素材品目について、ウエハ、レジスト、CMPス

ラリ、フォトマスク、ターゲット材、ボンディングワイヤが含まれる

• 日本は、主要半導体部素材の世界市場において48%ものシェアを有
する

米国, 35%

日本, 31%

EMEA, 22%

中国, 9%

韓国, 2%台湾, 1%

日本, 48%

台湾, 16%

韓国, 13%

EMEA, 10%

米国, 9%

中国, 3%
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（参考）日本の半導体市場のシェア

国内における半導体の市場シェアTop５はAMDが11.3%、ルネサス7.9%、ソニー5.1%、
Infineon Technologies4.5%、Intel4.4%。日系企業は全体の36.9％を占める

（出典）総務省（2024）「令和6年版 情報通信白書 データ集」

11.3

7.9

5.1

4.5

4.4

4.2

4.0
3.8

3.42.7

20.1

28.7

Advanced  Micro Devices
(AMD)

Renesas Electronics 
Corporation

Sony Semiconductor 
Solutions Corporation

Infineon 
Technologies

Intel

Analog Devices

Samsung 
Electronics

Toshiba
Texas 
InstrumentsNVIDIA

その他日本企業

その他

2023年

358.0億USD

36.9%

国内市場シェア

企業別国内市場シェア
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製品分類別主要日系半導体製造プレイヤー

半導体の製品別世界市場シェアにおいては、センサやパワー半導体において日本の存在感
が強い

製品分類

信号

変換等

演算/
情報

処理

情報

記憶

用途

パワー

アナログ

光半導体

（出典）総務省（2024）「令和6年版 情報通信白書 データ集」、日研（2023）「パワー半導体とは？世界シェアと日本メーカーの強み・仕組みと用途・将来性を考察」、日経クロステック（2020）「 A-D変換の驚くべき技

術革新、所要エネルギーが15年間で1／1000に低減」、DEAlab（2025）「CMOS・画像イメージセンサー業界の世界市場シェアの分析」、各社HP

会社概要企業名製品例

パワー

半導体

AD/DA
コンバータ

CMOSイ

メージセンサ

拠点

三菱電機
• 日本企業の中では、パワー半導体でトップシェアを誇る。SiC（炭化ケイ素）パワー半導体

のさらなる生産体制強靭化に向けて新工場棟を熊本県に建設

• 自動車や産業機器の分野で使用するパワー半導体を供給。SiCに注力

• SiCやGaN（窒化ガリウム）パワー半導体の開発を推進し、5年間で1000億円もの研究

開発費の投入を発表

富士電機

東芝

東京

東京

東京

ロジック

メモリ • 2019年に東芝メモリからKIOXIA HDへ。世界市場2位のNANDメーカー。四日市に大規

模工場をもつ。国内外の連結子会社は20社以上

Kioxia
（キオクシア）

• LSI（売上45%）、半導体素子（42%）を主力とする。アナログLSIを強みに海外・国内

に90を超える拠点をもつ。マイコン、パワー半導体なども手掛ける

ROHM
（ローム）

MPU

マイコン
MCU

システムLSI

DRAM

NAND 東京

京都

• DRAM事業を継続している日系企業は1社もなく、旧エルピーダメモリの広島工場にて

Micron Technology（米）の日本子会社MMJがDRAMを製造

Micron
メモリジャパン

広島

• HDDをはじめとするストレージを提供し、近年ではパワー半導体に注力している。マイコンで

は、2020年以降、新型や量産などを行い勢いを見せる
東芝デバイス＆

ストレージ
東京

JASM • TSMCが過半数を出資し、熊本県に設立した子会社。ソニーセミコンダクタソリューションズ、

デンソー、トヨタ自動車が少数株主として参画
熊本

ファウンドリ

Renesas
（ルネサス）

• 三菱電機・日立製作所・NECの半導体部門が統合した企業。センサ、MPU、パワー半導

体など手広くソリューションを提供しているがマイコンが強み
東京

ROHM、ルネサス、東芝デバイス＆ストレージなどが主要プレイヤー。

2020年には、ルネサスと日立製作所が共同でデジタル補正回路を内蔵した高性能なA-D変換器を発表。

• 同技術では世界市場45%を誇る。自動運転技術による車載カメラが増加していることや、スマホ1
台当たりのカメラ搭載数が増加していることなどから、イメージセンサの需要が増え続けている

ソニーセミコンダクタ
ソリューションズ

グループ
東京

Rapidus • 2nm以下の最先端ロジック半導体の量産化を目的として2022年8月に設立。KIOXIA、ソ

ニー、トヨタ、デンソー、NTT、NEC、ソフトバンク、三菱UFJ銀行が出資している
東京

マイクロ



© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

先端半導体の製造基盤整備・国際連携

次世代グリーンパワー半導体

ポスト5G基金による

先端半導体関連技術開発

政
策

先端半導体の製造基盤整備への投資判断を後押し

すべく、2024年2月までに、先端半導体の生産施設の

整備および生産を行う計画につき、経済産業大臣に

よる認定を6件実施

産業連関分析におけるGDPへの正の影響は約4.2兆

円と試算。また、国内半導体生産能力の強化策(R3

補正)「サプライチェーン上不可欠性の高い半導体の生

産設備の脱炭素化・刷新事業費補助金」の実施

各種半導体の国内生産能力を維持・強化するための

半導体の安定供給確保に向けた取組方針を2023年

1月に公表。令和４年度補正予算では、半導体サプ

ライチェーン強靭化支援事業として、合計3,686億円

を計上

先端半導体の製造基盤整備事業

先端半導体製造拠点整備に係る

経済効果分析・半導体不足の要因分析

経済安保推進法に基づく

半導体サプライチェーン強靭化

次世代半導体Beyond 2nmの量産体制構築に向け

①先端設計、先端装置・素材要素技術に係るオープ

ンな研究開発拠点（LSTC）、②量産製造拠点

（Rapidus）を立ち上げる。また、RapidusがIBMと

2nmノード半導体の共同開発パートナーシップを締結。

米欧はじめグローバル連携を展開する

Siよりも省エネ性能に優れた次世代パワー半導体

（SiC（シリコンカーバイド）、GaN（窒化ガリウム）、

Ga2O3（酸化ガリウム）等）の競争力を強化すると

ともに、Siパワー半導体同等のコスト達成による普及拡

大を目指す

DCの革新的省エネ化に向けて、「光電融合技

術」がゲームチェンジ技術として登場

光電融合技術は、電子デバイスに光エレクトロ

ニクスを融合し、電気配線を光配線に置き換え

ることで、省エネ化・大容量化・低遅延化を実

現（ネットワークシステム全体で電力消費

1/100）

グリーンイノベーション基金等活用し、サーバー内

等の電気配線を光配線化する革新的な光電

融合技術により、データ集約拠点であるDCの

40%以上の大幅な省エネ化を目指す

なお、ポスト5G基金の研究開発事業では、下

記を採択：

① 光チップレット実装技術（NTT・NTTイノ

ベーティブデバイス・NXTEC・古河電工・新光電

気）、② 光電融合インターフェースメモリコント

ローラ（キオクシア・NTT）、③ 高効率な確定

遅延コンピューティング基盤技術（NTT・NEC・

富士通）

ポスト5G情報通信システムや当該システムで用いられ

る半導体を開発するため、設計・システム技術、前工

程関連技術、後工程関連技術および国際連携技術

において支援を行う

先端光電融合技術の開発
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半導体産業復活のための国の基本戦略概要

基本戦略では、2020年より製造基盤技術の強化のための開発・生産設備等支援、2025
年より量産体制や先端半導体技術の拡大、2030年以降は光電融合技術実現を目指す

STEP3
グローバル連携による将来技術基盤

• グローバルな連携強化による光電融

合技術など将来技術の実現。実装
時期の前倒し

2020年～ 2025年～ 2030年～

（出典）経済産業省（2023）「半導体・デジタル産業戦略」、経済産業省（NA）「ポスト５G基金における光電融合技術開発の現状について」

目
標

STEP1
IoT用半導体生産基盤の緊急強化

STEP2
日米連携による次世代半導体技術基盤

• 国内サプライチェーン強化・生産能力強化のた
めの、半導体生産ポートフォリオの緊急強化

• 日米連携プロジェクトで次世代半導体技術の
習得・国内での確立

1

2

3

1

2

3

1

次頁参照

次頁参照
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先端半導体の製造基盤整備事業の概要

〔参考〕STEP1ー①先端半導体の製造基盤整備事業

• 先端半導体の製造基盤整備への投資判断を後押しすべく、2024年2月までに、先端半導体の生産施設の整備および生産を行う計画につき、経

済産業大臣による認定を6件実施

TSMC×JASM KIOXIA ×
Western Digital Micron Micron KIOXIA ×

Western Digital TSMC × JASM

2022年6月17日 2022年7月26日 2022年9月30日 2023年10月 2024年2月6日 2024年2月24日

熊本県菊池郡菊陽町 三重県四日市市 広島県東広島市 広島県東広島市
三重県四日市市
岩手県北上市

熊本県菊池郡菊陽町

ロジック半導体
（22/28nm・12/16nm）

3次元フラッシュ

メモリ（第６世代製品）

DRAM
（1β世代）

DRAM
（1y世代）

3次元フラッシュメモリ
（第８・９世代製品）

ロジック半導体
（6nm・12nm・40nm）
※40nmは支援対象外

日本の顧客中心

メモリカードやスマートフォン、

タブレット端末、パソコン／

サーバー向け SSD、DC、

医療・自動車等分野

自動車、医療機器、イ

ンフラ、DC、5G、セキュ

リティ等

自動車、医療機器、イ

ンフラ、 DC、5G、セキュ

リティ等（生成AIにも

活用）

メモリカードやスマートフォン、

タブレット端末、パソコン／

サーバー向けSSD、DC、医

療・自動車等分野

日本の顧客中心

関連事
業者

認定日

場所

主要

製品

納入先

5.5万枚/月 10.5万枚/月 4万枚/月 4万枚/月 8.5万枚/月
4.8万枚/月

（支援対象分）

生産

能力
※12インチ

換算

4,760億円 929億円 465億円 1,670億円 1,500億円 7,320億円
最大

助成額

86億ドル規模 約2,788億円 約1,394億円 約5,000億円 約4,500億円 122億ドル規模
（支援対象分）

設備投
資額

2022 2023 2024

（出典）経済産業省（2024）「半導体に関する最近の政策動向について」
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JASMによる熊本への投資事業効果および地域半導体サプライチェーン

JASMが熊本県に半導体製造拠点を整備することを契機に、熊本県を中心に半導体拠点
施設・工場の増設が進んでいる。産業集積が進み半導体サプライチェーンが構築されていく

長崎県

佐賀県

福岡県

大分県

熊本県

鹿児島県

宮崎県

1
7

5
6

2 4
3

13
12

11

10

9
8

① 第一電材エレクトロニクス(株)
電線・ケーブル加工

② 東京エレクトロン九州(株)
半導体製造装置開発・製造

③ Japan Advanced Semiconductor Manufacturing (株)
ファウンドリー（ロジック半導体生産）

④ ジャパンマテリアル(株)
ガス供給

⑤ カンケンテクノ(株)
排ガス処理装置製造

⑥ 東京応化工業(株)
高純度科学薬品製造

⑦ (株)荏原製作所
半導体製造装置生産

⑧ ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング(株) 長崎テクノロ

ジーセンター

CMOSイメージセンサ生産

⑨ 伸和コントロールズ(株)
真空チャンバー等開発・半導体製造装置修理サービス

⑩ (株) SUMCO
シリコンウエハ製造

⑪ 三菱電機(株) パワーデバイス製作所 福岡工場

パワー半導体開発試作

⑫ ローム・アポロ(株)
パワー半導体製造

⑬ (株)ジャパンセミコンダクター
パワー半導体製造

（出典）経済産業省（2025）「半導体・デジタル産業戦略の現状と今後（資料３）」

九州における半導体関連企業の設備投資計画・立地協定

• 工場稼働の2024年から2年間の経済波

及効果：

約1.8兆円

• 2022年から31年までの10年間の経済

波及効果：約4.3兆円

➢ 約80社が熊本県内に拠点施

設・工場増設

➢ 半導体関連産業の生産効果：

約2.9兆円

➢ 半導体関連産業の投資効果：

約1.2兆円

➢ 工業団地・土地造成の投資効

果：約780億円

➢ 住宅の投資効果：約1,360億

円

➢ 雇用効果：JASMの直接雇用

1,700人を含めて、全体で約

7,500人

JASMによる熊本への投資による各種効果

（九州フィナンシャルグループによる試算）
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〔参考〕STEP1ー③経済安保推進法に基づく半導体サプライチェーン強靭化支援
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経済安保基金による半導体サプライチェーン強靭化支援採択案件一覧（2023年12月8日時点）

事業者名 品目 投資場所 供給開始 生産能力
事業総額
（億円）

従来型
半導体

最大助成額
（億円）

ルネサス マイコン
茨城県ひたちなか市
山梨県甲斐市等

2025年3月
10,000枚／月（茨城・山梨）

29,100枚／月（熊本）
477

ローム
東芝D&S

SiCパワー半導体
Siパワー半導体

宮崎県国富町
石川県能美市

SiC：2026年4月
Si：2025年3月

SiC：72万枚/年
Si：42万枚/年

3,883

新光電気工業 FC‐BGA基板 長野県千曲市 2029年7月 現状比約6%増強 533

住友電工 SiCウエハ
兵庫県伊丹市

富山県高岡市
2027年10月

基板:6万枚/年

エピ:12万枚/年
300

部素材

原料

RESONAC SiCウエハ
栃木県小山市

滋賀県彦根市等
基板：2027年4月
エピ：2027年5月

基板:11.7万/年
エピ:28.8万枚/年

309

キヤノン 露光装置
栃木県宇都宮市

茨城県阿見町
2026年4月

i線:71台/年
KrF:55台/年

333

イビデン FC‐BGA基板 岐阜県大野町 2025年9月 現状比約12%増強 -

159

1,294

178

100

103

111

405

SUMCO シリコンウエハ
佐賀県伊万里市

佐賀県吉野ヶ里町
2029年10月

結晶:20万枚/月相当
ウエハ:10万枚/月

2,250

ソニーセミコン ネオン（リサイクル） 長崎県諫早市等 2026年3月 2,090kℓ/年 11.2

住友商事 黄リン（リサイクル） 宮城県仙台市等 - - -

希ガス（生産） - - - -

岩谷産業、岩谷瓦斯 ヘリウム（備蓄） - - - -

キオクシア ネオン（リサイクル） 三重県四日市市等 2027年3月 2,480kℓ/年 8.3

高圧ガス工業 ヘリウム（リサイクル） - - - -

750

3.7

52.0

10.5

2.8

0.7

日本エア・リキード 希ガス（生産） - - - -

ヘリウム（備蓄） - - - -

ラサ工業 リン酸（リサイクル） 大阪府大阪市 2027年4月 960t/年 -

大陽日酸 希ガス（生産） 千葉県君津市等 2026年4月
ネオン：2,700万ℓ／年

クリプトン：200万ℓ／年

キセノン：25万ℓ／年

-

9.2

188.7

JFEスチール

東京ガスケミカル

エア・ウォーター

日本ヘリウム

製造

装置

合計18件、約3,369億円

（出典）経済産業省（2024）「半導体に関する最近の政策動向について」

1.6
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国内半導体産業における投資規模

半導体産業に関する投資予算は、2021年度~2023年度の3年間で4兆643億円規模に
到達。2030年度までに、10兆円越えの政府投資予算を計画している

国内半導体産業における投資額

国内投資予算（内訳） 億円

ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業（R3補正） 1,100

ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業（R4補正） 4,850

先端半導体の国内生産拠点の確保（R3補正） 6,170

先端半導体の国内生産拠点の確保（R4補正） 4,500

サプライチェーン上不可欠性の高い半導体の生産設備の脱炭素化・刷新事

業（R3補正）
470

経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強靭化支援事業（R4補

正）
3,686

経済安保基金（R5補正） 5,754

先端半導体基金（※既存基金残金含む）（R5補正） 7,652

ポスト5G基金等（R5補正） 6,461

計 40,643

2021~2023

4兆円超

（出典）経済産業省（2024）「AI・半導体産業基盤強化フレーム」、経済産業省（2024）「半導体に関する最近の政策動向について」

2023~2030

10兆円超

2020~2030

50兆円超

2020~2030

約160兆円

政府投資
予算実績

政府投資
予算計画*

官民投資
投入予測*

経済波及
効果推測*

*2024年11月の経済対策において策定した「AI・半導体産業基盤強化フ

レーム」に基づき設定された目標
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半導体工場における電力需要予測

半導体工場においても電力需要の拡大が見込まれ、 2025年から2034年にかけて、約12
倍と想定される

約12倍

（出典）電力広域的運営推進機関（2025）「全国及び供給区域ごとの需要想定 」

電力広域的運営推進機関（2025）によると、「具体的には、系統接続プロセスにおいて、工事費負担金契約締結・請求する段階まで進んでいる案件は蓋然性が高いと評価して、必ず個別計上する

こととしている。それ以前の段階にあっても、工事内容の具体的な検討、補助金採択やプレスリリース等の状況を踏まえて、供給エリアの一般送配電事業者として蓋然性が高いと判断する案件について

は個別計上する」とし、具体的な新設計画が不明な2030年以降は、電力需要が横ばいになっている
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半導体：②近畿地域の特徴

85 令和７年度「産業団地におけるGXの実践的手法調査事業」

※「DC：②近畿地域の特徴」に加えて「半導体関連学術機関・研究機関」を補足
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近畿地域の特徴サマリ

半導体の観点でみた近畿地域の特徴として、交通利便性が高く、大阪府ー兵庫県ー滋賀
県に産業集積がみられ、また災害リスク・自然環境においては滋賀県に強みがある

✓ 近畿は東西南北への交通結節点

✓ 特に大阪府は、新幹線・阪神高速、関空、港湾などを有し国内だけでなく国際物流の拠点にもなっている

✓ 滋賀県では日本最大の湖である琵琶湖を有し、工業用水が安定的に確保可能

✓ そのほか、和歌山県では紀の川・熊野川などの河川があり水資源に恵まれている。また、福井県では約8割が山間地で両

白山地、丹生山地、越前山地などからの雪解け水や降雨により河川・地下水ともに水量が安定している

✓ 滋賀県は南海トラフなどによる地震の影響が一定程度あるものの、内陸部ゆえ津波の恐れがない。一方で和歌山県・大

阪府は地震や津波のリスクが高い

✓ 福井県では九頭竜川沿い、大阪府・京都府では桂川～淀川沿いにかけて洪水リスクが高い。また、福井県の白山周辺
エリアでは特別豪雪地帯に指定されている

✓ 半導体関連産業における製造品出荷額をみると、大阪府、兵庫県が突出して多く、次いで滋賀県も多い

✓ 京都府・大阪府を中心に、半導体産業に関連する学術機関や研究機関が集まっている。近年、関西半導体人材育成
等連絡協議会にも京都大学・大阪大学など教育機関が参加

✓ 近畿管内では、福井県を中心に原子力発電が稼働しており、脱炭素電力供給量が全体のエネルギーの37.6%と多い

✓ 2025年7月、関西電力が美浜原子力発電所（福井県美浜町）で原発の新設に向けた地質などの調査を始めると発

表

交通利便性

自然資源（水資
源）の豊富さ

災害リスク

産業構造の特徴

学術・研究機関

脱炭素電力

発電の特徴
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主な半導体関連/電子工学系学術機関・研究機関

京都・大阪を中心に、半導体産業に関連する学術機関や研究機関が集まっている。近年、
関西半導体人材育成等連絡協議会にも京都大学・大阪大学など教育機関が参加

1 京都大学

2 京都工芸繊維大学

12 立命館大学

5 大阪大学

6 大阪公立大学

7 関西大学

けいはんな学研都市

播磨科学公園都市

教育機関

研究エリア

9 神戸大学

10 神戸高専

16 奈良高専

8 近畿大学

4 同志社大学 17 和歌山大学

18 福井大学

11 兵庫県立大学

15 奈良先端科学技術大学院大学

19 福井工業大学

13 滋賀県立大学

14 龍谷大学

関西半導体人材育成等連絡協議会

産学連携枠組

：協議会参加機関

1 2 3

5 6 7 8

9 10 11

12 13 14

15 16

17

18 19

※県庁所在地に◯をプロットしており、各学術機関の厳密な所在を示すものではない

（出典）各学術機関ウェブサイトを参考、経済産業省近畿経済産業局（2026）「関西半導体人材育成等連絡協議会」

京都府

兵庫県

大阪府

和歌山県

奈良県

滋賀県

福井県

けいはんな学研都市

播磨科学
公園都市

3 舞鶴高専

4
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近畿管内における半導体関連産業動向：サマリ

大阪府、兵庫県、滋賀県、京都府を中心に部素材・製造装置に強みがある一方で、半

導体自体の生産力は弱い。半導体関連産業の土壌を活かした半導体製造拠点整備が
期待される

半導体関連産業における

府県別製造品出荷額

半導体関連産業における製造品出荷額の府県別比較をみると、全般的に他府県と大きく差をつ

ける形で、大阪府・兵庫県の製造品出荷額が突出して多い。２府県に続き滋賀県の製造品出荷
額が多い

半導体製造品目別

産出事業所数
半導体製造装置の部材では、兵庫県、大阪府、京都府にて産出事業所数が多く、回路形成や
組立装置、測定器では京都府、滋賀県が強い

管内における主要メーカー
半導体製造に欠かせない様々な部材、製造装置を製造・供給する部品・材料メーカーを中心に、
製造装置メーカーなどの拠点が集結している

半導体拠点
大阪府を筆頭に、京都府・滋賀県・兵庫県を中心に各種メーカーが存在。半導体製造拠点として
の土壌が構築されている

自治体の取り組み
京都府では、半導体バレー構想を掲げ一貫したエコシステムを目指している。兵庫県、滋賀県にお
いても、半導体を成長産業に位置づけ、大学連携や拠点整備を進めている

近畿管内には、一通りの半導体部素材製造が集積しており、特に兵庫県・大阪府・京都府・滋賀県に拠点を形成して

いる。さらに、関西半導体人材育成等連絡協議会を立ち上げ、将来的な半導体関連産業への一層の人材育成・投入

を企図している。現状では、半導体製造の大型工場は少なく、近畿管内での製造拠点整備・サプライチェーン構築を目
指す動きがみられる

研究開発

人材育成
京都府・大阪府を中心に、半導体産業に関連する学術機関や研究機関が集まっている。近年、
関西半導体人材育成等連絡協議会にも京都大学・大阪大学など教育機関が参加
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半導体関連産業の構造（簡略的イメージ）

半導体メーカーが、材料・製造装置・部品メーカーから装置や材料を調達し、半導体を製造
し、それらを半導体商社が仕入れ、パソコンや自動車を製造するメーカーへ販売する

精密機器メーカー

半導体商社

半導体製造装置メーカー

電機メーカー 電子部品メーカー

部品メーカー材料メーカー

ファブレス ファウンドリ

IDM
Integrated Device Manufacturer、

垂直統合型デバイスメーカー

• 半導体をつくるための装置を製造

• 半導体製造装置・半導体材料・部品メー

カーから、装置や材料を調達し、半導体を

製造

• 自社で工場を持たず設計のみを行うファブ

レス、ファブレスなどから半導体の製造を受

託するファウンドリ、設計と製造を一貫して

行うIDMに分けられる

• 半導体メーカーや後工程専業企業から商

品を仕入れて、家電やカメラなどの電子機

器、スマホ、パソコン、自動車等を製造する

メーカーに販売

• 半導体製造で使用される材料を

製造

• シリコンウエハ、ペリクル、フォトマ

スク、フォトレジスト、CMPスラリー

など

• 半導体製造装置で使用する部

品・機器を製造

• 真空ポンプやバルブ、圧力計、

モーター、搬送システムなど

家電、カメラ、電子機器やスマホ、パソコン、自動車など・・・

半導体メーカー

後工程専業企業（OSAT）
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半導体の製造工程イメージ

半導体の製造工程は、ウエハ上に回路を形成する「前工程」と、組み立て、テストを行い最
終製品化する「後工程」に大別される

Siインゴット引き上げ スライス 鏡面研磨 CMP ウエハ表面の酸化 薄膜形成 フォトレジスト塗布 露光・現像

ウエハ検査エッチング レジスト剥離・洗浄 イオン注入 平坦化 電極形成 繰り返し

ダイシング
電気接続/

ワイヤーボンディング
モールディング 最終検査

ウエハ準備 前工程

前工程

後工程

後工程へ

• 精製された金属

を鋳型に流し込

み、インゴットを製
造

• インゴットをスライ
スしウエハを形成

• ウエハの表面をス

ラリー・研磨パッド
を用いて研磨する

• 高温酸素により

シリコン上に酸化
膜を形成

• 酸化膜の上に薄
膜の形成

• 回路パターン転

写のためにフォト
レジストを塗布

• UV光を当て、フォ

トマスクへ回路パ
ターンを転写

• 回路パターンを形
成

• 塗布したレジスト
を除去

• 不純物を添加 • 塗布・形成した

不要な層を削り
平坦化する

• 電極配線の金属
の接合

• ICチップの機能テ

ストを行い不良
品を抽出

• 同様の工程を繰
り返す

• ウエハを個々のチッ
プに個辺化

• チップとパッケージ基
板との電気的接続

• 樹脂により封止 • 温度・電圧の試験、

電気的特性試験、

外観構造検査、不
良品除去等

研磨パッド
インゴット

ウエハ ウエハ
スラリー

前工程へ
ウエハ

酸化膜

ウエハ

酸化膜

薄膜

ウエハ

酸化膜

薄膜

フォトレジスト
UV光

ガラスマスク

電極配線の金属

プローブピン
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製造工程別に使用される主な半導体装置・部材および半導体

半導体製造における主な製造装置、部材、半導体を整理

半導体製造装置 部品・材料 半導体製造工程
設計

フォトマスク
シリコンウエハ

熱酸化
CVD
PVD
ALD
メッキ

フォトレジスト塗布
露光
現像

ドライエッチング
ウェットエッチング

熱拡散
イオン注入

CMP
炉アニール

RTA
超純水

ウエハ・プローブ検査
ウエハ搬送
ウエハ検査

CIM
ダイシング
マウント

ワイヤーボンディング
樹脂封

ハンダメッキ
リード加工

捺印
信頼性評価
最終検査

EDAツール
-
-

熱酸化炉
CVD装置

スパッタリング装置
ALD装置
メッキ装置

塗布機（コーター）
露光機
現像機

ドライエッチャー（ドライエッチング装置）
ウェットエッチャー

拡散炉
イオン注入機

CMP装置
熱処理炉

ランプアニール装置
超純水供給装置

テスター
AGV,OHT,OHS

自動外観検査装置、顕微鏡
CIMシステム

ダイサー
マウンター
ボンダー

樹脂封止機（モールディング）
ハンダメッキ槽
リード加工機

捺印機
BT炉

テスター

-
マスク

バックグラインドテープ、シリコンウエハ
酸化性ガス
原料ガス

スパッタリングターゲット
原料ガス

銅メッキ液（半導体用・配線用）
フォトレジスト

フォトマスク、ペリクル
現像液

エッチング用ガス
薬液

導電型不純物ガス
導電型不純物ガス

スラリー
N2ガスなど
N2ガスなど
洗浄液

プローバ、プローブカード
-
-
-

ダイシングテープ、ダイアタッチフィルム
リードフレーム

金、アルミなどの細線
熱硬化性樹脂

ハンダ
-
-
-
-

メモリ

DRAM

NAND

ロジック

MPU/XPU・・・

システムLSI・・・

パワー

パワー半導体・・・

アナログ

AD/DAコンバータ・・・

光半導体

イメージセンサ・・・

（出典）菊池正則（2025）「新・半導体産業のすべて」ダイヤモンド社を参考

マイクロ

MCU・・・
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半導体関連産業における製造品出荷額の府県別比較

産業別製造品出荷額の府県別比較をみると、全般的に他府県と大きく差をつける形で、
大阪府・兵庫県の製造品出荷額が突出して多く、2府県に続き滋賀県が多い

県別生産額

化学

半導体製造材料（レ

ジスト、エッチング液、洗

浄剤等）

 兵庫県・大阪府・滋

賀県の製造品出荷
額が突出

 製造品目の中でも金
額が大きい

県別生産額

電子部品

半導体（IC、LSI、セン

サ）を製造する中心業

種

 全体の製造品出荷
額は低い

 各府県で目立つばら

つきはないが、滋賀県、

京都府、大阪府が多
い

県別生産額

金属

パッケージング材料や精

密金属部品

 大阪府・兵庫県の製
造品出荷額が多い

県別生産額

電気機械

半導体を組み込んだ電

子機器・実装装置等

 兵庫県の製造品出
荷額が突出して多い

県別生産額

はん用機械器具

真空ポンプ、熱処理炉

などの半導体製造装置

 兵庫県、大阪府、滋

賀県において製造品
出荷額が多い

県別生産額

石油・石炭

半導体材料（フォトレ

ジスト、溶剤など）の基

礎材料

 大阪府が圧倒的な

製造品出荷額を誇り、

次いで和歌山県が多
い

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

（出典）経済産業省（2024）「2023年経済構造実態調査 製造業事業所調査 「地域別」統計表データ、第1表」

※和歌山県は集計

対象が少なくデータ

が秘匿されている
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半導体関連産業における製造品目別産出事業所数の府県別比較（1/3）

半導体製造装置の部材では、兵庫県、大阪府、京都府にて産出事業所数が多く、回路
形成や組立装置、測定器では京都府、滋賀県が強い

半導体製造装置の部分品・取付具・附属品 発光ダイオード レーザーダイオード（LD）

その他の光電変換素子 ダイオード 整流素子（100ミリアンペア以上）

電流が流れると光を発する特徴をもつ半導体素子

で、照明やディスプレイなどに広く利用される

反射鏡によって光を増幅して発光する。LEDと異な

り、エネルギーを制御しやすいという特徴がある

そのほか光を電気エネルギーに変換する仕組み 電流を一方向にだけ流す電子部品。ACアダプタを

はじめ様々な用途で使用される

交流電流を直流電流に変換するための電子部品

半導体の製造装置を構成する部品

（単位）社 （単位）社

（単位）社 （単位）社 （単位）社

（単位）社

（出典）経済産業省（2025）「2024年経済構造実態調査 製造業事業所調査（品目別統計表データ）、第3表」参考

8
24

82 81

44

4 8

1

（全国計：1,880社）

（全国計：16社）

（全国計：15社）

（全国計：16社）

（全国計：11社）

（全国計：11社）

1 1 1 1

データなし

データなし
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半導体関連産業における製造品目別産出事業所数の府県別比較（2/3）

半導体製造装置の部材では、兵庫県、大阪府、京都府にて産出事業所数が多く、回路
形成や組立装置、測定器では京都府、滋賀県が強い

シリコントランジスタ トランジスタ（シリコントランジスタを除く） その他の半導体素子

線形回路 バイポーラ型集積回路 モス型集積回路（論理素子）

半導体材料であるシリコンを用いて作られた電子部

品。電気信号の増幅やスイッチングに使用される
電子回路 において、信号を増幅またはスイッチング

することができる半導体素子

その他、電気信号を増幅・変換・制御する電子回

路の最小構成要素

回路内の要素（抵抗、コイル、コンデンサなど）が

線形特性を持つ。信号を連続的に変化させることが

可能

n型とp型の半導体がp-n-pまたはn-p-nの接合構

造を持つ3端子の半導体素子。電流増幅およびス

イッチングの機能を持つ

高い集積度・低電力消費・高速性・信頼性を備え

ており、高性能計算処理などで利用される

（単位）社（単位）社 （単位）社

（単位）社 （単位）社 （単位）社

（出典）経済産業省（2025）「2024年経済構造実態調査 製造業事業所調査（品目別統計表データ）、第3表」参考

（全国計：16社）

（全国計：20社）

（全国計：7社）

（全国計：7社）

（全国計：64社）

（全国計：26社）

1 1 1
2

1

3

1

4

2

1

2

データなし
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半導体関連産業における製造品目別産出事業所数の府県別比較（3/3）

半導体製造装置の部材では、兵庫県、大阪府、京都府にて産出事業所数が多く、回路
形成や組立装置、測定器では京都府、滋賀県が強い

モス型集積回路（記憶素子） その他のモス型集積回路

その他の集積回路 シリコンウエハ（表面研磨したもの） 半導体・IC測定器

MOS電界効果トランジスタを用いた集積回路。デー

タを保持する半導体メモリで、低消費電力で高集

積化が容易

その他MOS電界効果トランジスタを用いた集積回

路

抵抗やコンデンサ、トランジスタなど多数の素子が集

積し、一枚の基板(チップ)上に実装したもの

純粋なシリコンから作られる薄い円盤状の基盤。超

平坦で超清浄なあらゆる半導体の基盤となる

ウエハ作成、ウエハ上回路作成、パッケージ化の半

導体製造工程における検査に使用される機器

（単位）社

（単位）社

（単位）社

（単位）社

（単位）社

（出典）経済産業省（2025）「2024年経済構造実態調査 製造業事業所調査（品目別統計表データ）、第3表」参考

（全国計：7社）

（全国計：44社）

（全国計：13社）

（全国計：128社）（全国計：32社）

県別生産額

混成集積回路

チップ抵抗，チップコンデンサ部品，ICチップなどを

同一基板に混成させて実装したモジュール

（単位）社

（全国計：23社）

1 1 1 1 1

1
2

1

2
10

5 4
2
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半導体関連産業における製造品目別産出事業所数の府県別比較［製造装置］

半導体製造装置の部材では、兵庫県、大阪府、京都府にて産出事業所数が多く、回路
形成や組立装置、測定器では京都府、滋賀県が強い

ウエハプロセス（電子回路形成）用処理装置

組立用装置

その他の半導体製造装置

（単位）社

シリコンウエハ上に微細な回路パターンを形成するために使用される装置群。フォト

リソグラフィ、エッチング、成膜、ドーピング、洗浄などの工程に合わせた高度な機能

を備える

その他半導体デバイスや集積回路を製造するために使用される高度に特化した機

械。ナノメートル単位の精度で素材を加工するため、高い技術と精密な制御が要

求される

製造工程において定められた手順で部品を自動的に接合し、一つの完成品（状

態）を作り上げるための装置

（単位）社

（単位）社

（出典）経済産業省（2025）「2024年経済構造実態調査 製造業事業所調査（品目別統計表データ）、第3表」参考

（全国計：151社） （全国計：183社）

（全国計：135社）

1

8 8

4

1
2

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

1

6

9

4
2 1

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

6

10
8

5

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県
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主たる半導体関連企業の分布

大阪府を筆頭に、京都府・滋賀県・兵庫県を中心に部材メーカー、製造装置メーカー、半導
体メーカーが存在。半導体製造拠点としての土壌が構築されている

（出典）半導体業界企業研究に記載の企業一覧（https://handotai-gyokai.com/filter-search/）、

2025年9月時点

滋賀県
部材・製造装置・半導

体メーカーが一定数集積
している

大阪府
部材メーカーを中心に、

製造装置・半導体メー
カーが最も集積している

京都府
部材・製造装置・半導

体メーカーが一定数集
積している

兵庫県
部材メーカーが多く
集積している

77社

18社22社

15社

※企業名は次頁以降のリストを参照

大阪府

京都府

奈良県

福井県

滋賀県

計

企業ダブり
なし

33

7

1

2

6

58

43

20

7

1

0

6

39

30

10

4

1

0

4

19

14

14

4

1

0

2

23

18

77

22

4

2

18

139

105

材料

メーカー

部品

メーカー
半導体製造
装置メーカー

半導体

メーカー 計

兵庫県 9 4 0 2 15

和歌山県 0 1 0 0 1

「半導体業界の企業研究」ウェブサイトに記載の企業（2025年9月時点）のうち、「勤務地」が「福井」、 「滋賀」、「京都」、 「大阪」 、「兵庫」、「奈良」、

「和歌山」に該当する企業で、「業種」を（半導体材料・半導体部品・半導体製造装置・半導体）に分けて抽出した結果。営業所・工場など施設を含

む。※すべての企業を網羅できているわけではない
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〔参考〕半導体業界企業研究に記載の企業一覧（1/3）2025年9月時点
カテゴリは半導体業界企業研究を参考にしており、営業所や工場等施設を含む
No 企業名 カテゴリ 地域

1 ダイトーケミックス(株) 半導体材料 福井県

2 信越化学工業(株) 半導体材料 福井県

3 シライ電子工業(株) 半導体材料 滋賀県

4 (株)エスケーエレクトロニクス 半導体材料 滋賀県

5 日本電気硝子(株) 半導体材料 滋賀県

6 日東電工(株) 半導体材料 滋賀県

7 ダイキン工業(株) 半導体材料 滋賀県

8 岩谷産業(株) 半導体材料 滋賀県

9 シライ電子工業(株) 半導体材料 京都府

10 (株)エスケーエレクトロニクス 半導体材料 京都府

11 扶桑化学工業(株) 半導体材料 京都府

12 (株)エンプラス半導体機器 半導体材料 京都府

13
ニデックアドバンステクノロ
ジー(株)

半導体材料 京都府

14 (株)喜多製作所 半導体材料 京都府

15 大日本印刷(株) 半導体材料 京都府

16 (株)タムラ製作所 半導体材料 大阪府

17 (株)バルカー 半導体材料 大阪府

18 ダイトーケミックス(株) 半導体材料 大阪府

19 日本電気硝子(株) 半導体材料 大阪府

20 東洋合成工業(株) 半導体材料 大阪府

21 日本航空電子工業(株) 半導体材料 大阪府

22 日東電工(株) 半導体材料 大阪府

23 リンテック(株) 半導体材料 大阪府

24 三菱マテリアル(株) 半導体材料 大阪府

25 扶桑化学工業(株) 半導体材料 大阪府

26 ナミックス(株) 半導体材料 大阪府

27 住友金属鉱山(株) 半導体材料 大阪府

28 田中貴金属工業(株) 半導体材料 大阪府

29 ステラケミファ(株) 半導体材料 大阪府

30 HOYA(株) 半導体材料 大阪府

No 企業名 カテゴリ 地域

31 ナガセ研磨機材(株) 半導体材料 大阪府

32 日本化薬(株) 半導体材料 大阪府

33 山一電機(株) 半導体材料 大阪府

34 (株)ヨコオ 半導体材料 大阪府

35 ダイキン工業(株) 半導体材料 大阪府

36 (株)エス・イー・アール 半導体材料 大阪府

37 (株)喜多製作所 半導体材料 大阪府

38 関東電化工業(株) 半導体材料 大阪府

39 エア・ウォーター(株) 半導体材料 大阪府

40 岩谷産業(株) 半導体材料 大阪府

41 (株)ADEKA 半導体材料 大阪府

42 三菱ケミカル(株) 半導体材料 大阪府

43 関東化学(株) 半導体材料 大阪府

44 旭ダイヤモンド工業(株) 半導体材料 大阪府

45 富士紡ホールディングス(株) 半導体材料 大阪府

46 昭和工業(株) 半導体材料 大阪府

47 住友化学(株) 半導体材料 大阪府

48 TOPPAN(株) 半導体材料 大阪府

49 ジオマテック(株) 半導体材料 兵庫県

50 東洋合成工業(株) 半導体材料 兵庫県

51 (株)大真空 半導体材料 兵庫県

52 扶桑化学工業(株) 半導体材料 兵庫県

53 住友金属鉱山(株) 半導体材料 兵庫県

54 住友ベークライト(株) 半導体材料 兵庫県

55 日本電子材料(株) 半導体材料 兵庫県

56 エア・ウォーター(株) 半導体材料 兵庫県

57 岩谷産業(株) 半導体材料 兵庫県

58 (株)バルカー 半導体材料 奈良県

59
東レエンジニアリング先端半導
体MIテクノロジー(株)

半導体製造装置 滋賀県

60 (株)ダイフク 半導体製造装置 滋賀県
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〔参考〕半導体業界企業研究に記載の企業一覧（2/3）2025年9月時点
カテゴリは半導体業界企業研究を参考にしており、営業所や工場等施設を含む
No 企業名 カテゴリ 地域

61 (株)SCREENホールディングス 半導体製造装置 滋賀県

62 キヤノンマシナリー(株) 半導体製造装置 滋賀県

63 I-PEX(株) 半導体製造装置 京都府

64 TOWA(株) 半導体製造装置 京都府

65 (株)SCREENホールディングス 半導体製造装置 京都府

66 サムコ(株) 半導体製造装置 京都府

67 超音波工業(株) 半導体製造装置 大阪府

68 I-PEX(株) 半導体製造装置 大阪府

69 日本電子(株) 半導体製造装置 大阪府

70 (株)東京精密 半導体製造装置 大阪府

71 ダイキンファインテック(株) 半導体製造装置 大阪府

72
東レエンジニアリング先端半導体
MIテクノロジー(株)

半導体製造装置 大阪府

73 (株)ダイフク 半導体製造装置 大阪府

74 キヤノンアネルバ(株) 半導体製造装置 大阪府

75 ヤマハ(株) 半導体製造装置 大阪府

76 東京エレクトロン(株) 半導体製造装置 大阪府

77 ダイキンファインテック(株) 半導体製造装置 奈良県

78 (株)堀場製作所 半導体部品 滋賀県

79 (株)島津製作所 半導体部品 滋賀県

80 平田機工(株) 半導体部品 滋賀県

81 TOTO(株) 半導体部品 滋賀県

82 東海カーボン(株) 半導体部品 滋賀県

83 京セラ(株) 半導体部品 滋賀県

84 カンケンテクノ(株) 半導体部品 京都府

85 (株)安川電機 半導体部品 京都府

86 (株)堀場製作所 半導体部品 京都府

87 (株)島津製作所 半導体部品 京都府

88 (株)堀場エステック 半導体部品 京都府

89 テクノクオーツ(株) 半導体部品 京都府

90 京セラ(株) 半導体部品 京都府

No 企業名 カテゴリ 地域

91 横河ソリューションサービス(株) 半導体部品 大阪府

92 坂口電熱(株) 半導体部品 大阪府

93
(株)ハーモニック・ドライブ・システ
ムズ

半導体部品 大阪府

94 樫山工業(株) 半導体部品 大阪府

95 山洋電気(株) 半導体部品 大阪府

96 (株)安川電機 半導体部品 大阪府

97 イハラサイエンス(株) 半導体部品 大阪府

98 (株)キッツ 半導体部品 大阪府

99 (株)堀場製作所 半導体部品 大阪府

100 (株)フジキン 半導体部品 大阪府

101日本ガイシ(株) 半導体部品 大阪府

102長野計器(株) 半導体部品 大阪府

103 TOTO(株) 半導体部品 大阪府

104東洋炭素(株) 半導体部品 大阪府

105東海カーボン(株) 半導体部品 大阪府

106中興化成工業(株) 半導体部品 大阪府

107 (株)ダイヘン 半導体部品 大阪府

108伸和コントロールズ(株) 半導体部品 大阪府

109コーセル(株) 半導体部品 大阪府

110シンフォニアテクノロジー(株) 半導体部品 大阪府

111トーカロ(株) 半導体部品 兵庫県

112ヒメジ理化(株) 半導体部品 兵庫県

113 (株)ダイヘン 半導体部品 兵庫県

114ウシオ電機(株) 半導体部品 兵庫県

115ニチアス(株) 半導体部品 奈良県

116 (株)巴川コーポレーション 半導体部品 和歌山県

117 (株)村田製作所 半導体 滋賀県

118ローム(株) 半導体 滋賀県

119 (株)村田製作所 半導体 京都府

120コーデンシ(株) 半導体 京都府
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〔参考〕半導体業界企業研究に記載の企業一覧（3/3）2025年9月時点
カテゴリは半導体業界企業研究を参考にしており、営業所や工場等施設を含む
No 企業名 カテゴリ 地域

121(株)ソシオネクスト 半導体 京都府

122ローム(株) 半導体 京都府

123TDK(株) 半導体 大阪府

124SEMITEC(株) 半導体 大阪府

125豊田合成(株) 半導体 大阪府

126(株)三社電機製作所 半導体 大阪府

127スタンレー電気(株) 半導体 大阪府

128新電元工業(株) 半導体 大阪府

129セイコーエプソン(株) 半導体 大阪府

130エイブリック(株) 半導体 大阪府

131日清紡マイクロデバイス(株) 半導体 大阪府

132(株)メガチップス 半導体 大阪府

133三菱電機(株) 半導体 大阪府

134東芝デバイス＆ストレージ(株) 半導体 大阪府

135シャープ(株) 半導体 大阪府

136
ソニーセミコンダクタソリュー
ジョンズ(株)

半導体 大阪府

137日清紡マイクロデバイス(株) 半導体 兵庫県

138三菱電機(株) 半導体 兵庫県

139シャープ(株) 半導体 奈良県
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管内における主要半導体材料メーカー一覧（本社・工場含む）（1/3）

管内では、フォトマスク、めっき液、洗浄液、封止材、テープ、ボンダー、シリコンウエハ、感光
材、コネクタ、ガスなど様々な製品を製造・提供する半導体材料メーカーが集積している

No 企業名 主な製造品目

1 ダイトーケミックス(株) 半導体および液晶用感光性材料

2 信越化学工業(株)

半導体シリコン（シリコンウエハ）、希土類磁石、

半導体用封止材、LED用パッケージ材料、フォトレジ

スト、フォトマスクブランクス、合成石英製品、ペリク

ル、金属ケイ素など

3 シライ電子工業(株) プリント基板・プリント基板外観検査機

4 (株)エスケーエレクトロニクス 大型フォトマスク

5 日本電気硝子(株)
特殊ガラス製品・ガラス製造機械、半導体用サポー

トガラス

6 日東電工(株)
半導体ウエハ保護・固定テープ、半導体封止用透

明樹脂、クリーニング材など

7 ダイキン工業(株)
半導体製造装置のシール材、チューブやバルブ、高

純度のエッチング剤、エアフィルターなど

8 岩谷産業(株)

高純度金属・高機能パッケージ材料、ダイシング用

耐熱UV剥離テープ、エッチング・成膜装置、スピンド

ライヤー・テープマウンター、ダイボンダー、ワイヤーボン

ダー・ボールボンダー、モールディング装置・金型、半導

体検査装置、外観検査装置、洗浄装置など

9 扶桑化学工業(株)

超高純度コロイダルシリカ（ウエハ研磨剤、CMPス

ラリーなど）、高純度有機酸（ウエハ洗浄液、レジ

スト剥離剤など）、高純度オルガノゾル、シリカナノ

パウダー（封止材等）

10 (株)エンプラス半導体機器 コンタクト技術（接触技術）（ICソケット）

No 企業名 主な製造品目

11
ニデックアドバンステクノロジー(株)

（旧 日本電産リード(株)）

半導体パッケージ・プリント基板の検査

装置、検査用治具の開発

12 (株)喜多製作所
半導体デバイス検査用スプリングプロー

ブ、PCB検査用スプリングプローブなど

13 大日本印刷(株) フォトマスク、リードフレーム

14 (株)タムラ製作所

トランス、ゲートドライバ、圧電セラミック

ス、ソルダーペースト、LED用関連材料、

レジストなど

15 (株)バルカー
ファイバー、フッ素樹脂、高機能ゴムな

ど

16 東洋合成工業(株)
半導体・電子材料向け高純度合成

溶剤、フォトレジスト用感光性材料

17 日本航空電子工業(株)

コネクタ、サーボ加速度計（製造装置、

検査装置向けに使う新しい部品を試

作）

18 リンテック(株)

ウエハ表面保護テープ、ダイシングテープ、

ダイボンディングテープ、チップ裏面保護

テープ、ウエハ搬送・テープの貼付・剥離

などの技術を搭載した製造装置類

19 三菱マテリアル(株)

シリコン加工品、シール材、はんだめっ

き液、リードフレーム、熱線カット塗料な

ど

20 ナミックス(株) 半導体封止材、ダイアタッチ材など

（出典）各社HP
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管内における主要半導体材料メーカー一覧（本社・工場含む）（2/3）

管内では、フォトマスク、めっき液、洗浄液、封止材、テープ、ボンダー、シリコンウエハ、感光
材、コネクタ、ガスなど様々な製品を製造・提供する半導体材料メーカーが集積している

No 企業名 主な製造品目

21 住友金属鉱山(株)

パワー半導体に使用する炭化ケイ素（SiC）

基盤、半導体製造装置（シリコン深堀装置、

エッチング装置など）

22 田中貴金属工業(株) ボンディングワイヤ、接着剤など

23 ステラケミファ(株)

高純度フッ化水素酸、超高純度フッ化アンモ

ニウム溶液などの洗浄に使用する薬液、エッチ

ング液など

24 HOYA(株)
半導体用マスクブランクス・フォトマスク、HDD

用ガラスサブストレート

25
ナガセ研磨機材(株)

ナガセエレックス(株)

ウエハ用精密平面研削盤、フッ素樹脂、フッ

素ゴム、樹脂添加物、シリコン樹脂、封止材、

接着剤・シール材等

26 日本化薬(株)

エポキシ樹脂（封止材）、MEMS用レジスト、

ドライフィルムレジスト・バックグラインド保護テー

プ等各種テープの貼付・剥離・搬送に特化した

製造装置、半導体クリーナー

27 山一電機(株) ICソケット、コネクタなど

28 (株)ヨコオ IC検査用コネクタ、ソケットなど

29 (株)エス・イー・アール スプリングプローブピン、テストソケットなど

30 関東電化工業(株) エッチングガス

31 エア・ウォーター(株)

膜形成やクリーニング、エッチング用特殊ガス

（フッ化炭素など）、特殊ケミカル、CMPスラ

リー調合供給システム

No 企業名 主な製造品目

32 (株)ADEKA
高純度エッチングガス、ALD/CVD材料、半

導体用銅めっき液など

33 三菱ケミカル(株)

窒化ガリウム基盤、電子線リソグラフィー用

帯電防止剤、帯電防止・水溶性導電性ポ

リマー、フォトレジスト用感光性ポリマー、合

成石英紛、高純度プロセス薬品、高機能

洗浄剤など

34 関東化学(株)

プロセス用高純度薬品、洗浄液、エッチング

液、ドライエッチング残渣除去液、レジスト剥

離液・現像液、シリコン樹脂溶解剤、金

めっき液

35 旭ダイヤモンド工業(株)
ウエハ面研削ホイール、CMPコンディショナな

ど

36 富士紡ホールディングス(株) 研磨剤、研磨用パッドなど

37 昭和工業(株) CMPコンディショナ（研磨・研削）など

38 住友化学(株)
フォトレジスト、高純度ケミカル、高放熱フィ

ラーなど半導体後工程材料

39 TOPPAN(株)

ガラスや有機材料をベースとする生産効率

の高い中間基板（インターポーザー）・パッ

ケージ基盤、（パワー半導体にも参入）

40 ジオマテック(株)
ファンアウト・パネルレベルパッケージ

（FOPLP）、メタライズ（接合用）など

（出典）各社HP
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管内における主要半導体材料メーカー一覧（本社・工場含む）（3/3）

管内では、フォトマスク、めっき液、洗浄液、封止材、テープ、ボンダー、シリコンウエハ、感光
材、コネクタ、ガスなど様々な製品を製造・提供する半導体材料メーカーが集積している

No 企業名 主な製造品目

41 (株)大真空

水晶デバイス（水晶振動子、水晶発振器、

水晶フィルタ）など

42 住友ベークライト(株)

半導体封止材、放熱絶縁シート、金属ベース

基盤用放熱・絶縁シートなど（パワー半導体

領域を強化）

43 日本電子材料(株)

半導体検査用部品（プローブカード）

（出典）各社HP
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管内における主要半導体部品メーカー一覧（本社・支社・工場・営業所含む）（1/2）

継手、バルブ、チューブ、真空ポンプ、静電チャック、ヒーター、ランプ、電源装置、真空計、圧
力計、ガス処理装置など、製造装置や半導体製造で使用する部品メーカーが集積している

No 企業名 主な製造品目

1
(株)堀場製作所・

(株)堀場エステック

マスフローコントローラー、液体材料気化システム、

圧力制御機器、インラインガスモニタ、真空計、

自動ウエハ検査装置、レティクル遺物検査装置、

液体濃度モニタ、非接触温度計超純水計測、

工場排水計測、液体材料供給システムなど

2 (株)島津製作所
超純水オンライン測定、クリーンルーム中の大気

分析、ガス不純物分析など

3 平田機工(株)

シリコンウエハを各種処理装置に取り込むロード

ポート、大気・真空環境に対応可能なウエハ搬

送ロボットおよびそれらを統合したEFEMなど

4 TOTO(株)

静電チャック（半導体製造時に集積回路の精

密加工を行うため、真空・プラズマ環境下におい

て静電気で半導体ウエハを固定するためのセラ

ミックス部品）

5 東海カーボン(株)
ファインカーボン（押出成型黒鉛、SiCコートカー

ボン、グラッシーカーボン、C/Cコンポジットなど）

6 京セラ(株)

ウエハ研磨用の高純度セラミックポリッシングプ

レート、静電チャック、真空チャック、セラミックヒー

ター、搬送アームなど半導体製造装置用部品、

コージライトなど

7 カンケンテクノ(株) 排ガス処理装置

8 (株)安川電機 半導体製造装置用サーボモータ

No 企業名 主な製造品目

9 テクノクオーツ(株)
半導体製造装置用石英ガラス

10
横河ソリューションサービス

(株)

エッチャー、アッシャー、CMP、洗浄装置などの

部品

11 坂口電熱(株)
薬液ヒーター・加熱装置、センサー・コントローラー

など

12
(株)ハーモニック・ドライブ・

システムズ

波動歯車減速機、モーター、センサー、ドライ

バー、コントローラー、その他システム要素を統合

したモーションコントロールを提供するメカトロニク

ス製品など

13 樫山工業(株)
真空ポンプ、ドライポンプなど

14 山洋電気(株)

サーボモータ・アンプ、ステッピングモータ・ドライバ、

コントローラ、無停電電源装置 (UPS)、インバー

タなど

15 イハラサイエンス(株) 継手、バルブ、チューブ

16 (株)キッツ バルブ、継手

17 (株)フジキン
バルブ、継手、マスフローコントローラ、集積化ガ

スシステム、半導体ガス濃度計など

18 日本ガイシ(株)
半導体製造装置用セラミックス（セラミックヒー

ター）、静電チャックなど

（出典）各社HP
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管内における主要半導体部品メーカー一覧（本社・支社・工場・営業所含む）（2/2）

継手、バルブ、チューブ、真空ポンプ、静電チャック、ヒーター、ランプ、電源装置、真空計、圧
力計、ガス処理装置など、製造装置や半導体製造で使用する部品メーカーが集積している

No 企業名 主な製造品目

19 長野計器(株)

圧力計測機器、圧力センサ、圧力トランス

ミッタ、デジタル圧力計など

20 東洋炭素(株)

SiCコーティング黒鉛製品、TaCコーティング黒

鉛製品など

21 中興化成工業(株)

フッ素樹脂製PTFE槽、PFAチューブ、チューブ

特殊加工品、バブリングシート、カートリッジ

ヒーターなど

22 (株)ダイヘン

半導体ウエハ搬送ロボット、高周波電源シス

テム（半導体製造装置電源）など

23 伸和コントロールズ(株)

精密温度調節装置（チラー、精密空調装

置）、電磁弁、バルブ、真空チャンバー、ドラ

イエア供給装置など

24 コーセル(株)

直流安定化電源装置（スイッチング電源）

25
シンフォニア

テクノロジー(株)

半導体製造工程間搬送システム

（AGV,OHT）、半導体製造用縦型熱処

理炉（CVD）、ロードポート、EFEMなど

No 企業名 主な製造品目

26 トーカロ(株)
ドライエッチング装置部品（半導体製

造装置）

27 ヒメジ理化(株)
石英ガラス製品、IRヒーター、UVランプ

など

28 ウシオ電機(株)

フラッシュランプ、超高圧UVランプ、露

光装置、リソグラフィ用EUV光源など

29 ニチアス(株)
シール材製品、フッ素樹脂製品、フィル

ター製品など

30
(株)巴川コーポレーション

（旧 (株)巴川製紙所）

半導体実装用テープ、接着・封止用

接着剤、静電チャック、ヒーターなど

（出典）各社HP
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管内における主要半導体製造装置メーカー一覧（本社・支社・工場・営業所含む）

スパッタリング、エッチング装置、成膜装置、ダイシング、ダイボンダー、半導体封止装置、
CVD装置、CMP装置、剥離洗浄装置など主要な製造装置を製造するメーカーが集積

No 企業名 主な製造品目

1

東レエンジニア

リング先端半導体MI

テクノロジー(株)

PLP用異物検査装置、半導体先端パッケージ

向け塗布装置、ボンディング装置、レーザーマイク

ロトリミング装置、光学式ウエハ外観検査装置、

電子線式ウエハ検査・計測装置など

2 (株)ダイフク
ウエハ保管・搬送装置など

3
(株)SCREENホールディ

ングス

先端デバイス対応装置、IoTデバイス対応装置、

ウエハ洗浄装置、コータ・デベロッパ、熱処理装

置、計測装置、検査装置、後工程用露光装

置

4
キヤノン

マシナリー(株)

ダイボンダー、ダイソーター、クリップボンダー、三次

元外観検査装置など

5 I-PEX(株)
半導体封止装置、半導体製造装置（QFN

バックテープ貼付・剥離装置など）

6 TOWA(株)
トランスファ方式によるモールディング装置(樹脂

封止装置)

7 サムコ(株)
CVD装置、ドライエッチング装置、ドライ洗浄装

置など

8 超音波工業(株)
超音波洗浄装置、超音波計測器、超音波ワ

イヤボンダ、超音波金属接合機など

9 日本電子(株)
電子ビーム描画装置、半導体用電子顕微鏡

No 企業名 主な製造品目

10 (株)東京精密

ダイシングマシン、プロービングマシン、ポ

リッシュ・グラインダ、高剛性研削盤、

CMP装置、エッジグラインディングマシン、

剥離洗浄機

11
ダイキンファインテック(株)

（旧 東邦化成(株)）

フッ素樹脂素材、フッ素樹脂シール材、

フッ素樹脂コーティング、フッ素樹脂積

層体、半導体洗浄装置、MEMS洗浄

装置

12 キヤノンアネルバ(株)
スパッタリング装置、ドライエッチング装

置、原子拡散接合装置など

13
ヤマハ(株)

（ヤマハロボティクス(株)）

ボンディング装置、モールド装置

14 東京エレクトロン(株)

ウエハボンディング装置、先端レーザー剥

離装置、ガラスクラスタービーム装置、成

膜装置、ウエハ薄化装置、プラズマエッ

チング装置など

（出典）各社HP
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管内における主要半導体メーカー一覧（本社・支社・工場・営業所含む）

パワー半導体やセンサ、LED、LSIなどを扱う半導体メーカーの拠点が存在

No 企業名 主な製造品目

1 (株)村田製作所
パワー半導体、AD/DAコンバータなど

2 ローム(株)

パワー半導体、LED、光センサ、半導体レー

ザー、マイコン、LSI、センサ、AD/DAコンバー

タ、標準ロジックICなど

3 コーデンシ(株)
光半導体、フォトIC、LSI、イメージセンサ、

LEDなど

4 (株)ソシオネクスト
CPU、SoC理論設計、LSI

5 TDK(株)
超低消費電力AI半導体、薄膜コンデンサな

ど

6 SEMITEC(株)
温度センサ（セラミック半導体）、光センサ、

ダイオード、パワーサーミスタなど

7 豊田合成(株)
GaNパワー半導体など

8 (株)三社電機製作所
パワー半導体（ディスクリート、SiC MOSFET

モジュール、ダイオードブリッジ）

9 スタンレー電気(株)
LED（紫外光源、赤外光源など）、センサ

No 企業名 主な製造品目

10 新電元工業(株)
パワーMOSFET、ダイオードIC、パワーモ

ジュールなど

11 セイコーエプソン(株)
ASIC、マイコン、車載向けコントローラIC、

インターフェースICなど

12 エイブリック(株)
車載向けアナログ半導体

13
日清紡

マイクロデバイス(株)

フォトリフレクタ、ポジションセンサーなど光

半導体、RFデバイス、マイクロ波関連製品

などアナログ半導体中心

14 (株)メガチップス
LSI、ASIC

15 三菱電機(株)
パワー半導体（パワー半導体モジュール、ド

ライバIC、SiCパワーデバイスなど）

16
東芝デバイス＆

ストレージ(株)

ディスクリート半導体製品、パワー

MOSFET、フォトリレー、イメージセンサなど

17 シャープ(株)
CMOSイメージセンサ、光半導体など

18
ソニーセミコンダクタソリュー

ションズ(株)

CMOSイメージセンサ、LSI、IC、マイクロ

ディスプレイなど

（出典）各社HP
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半導体市場と国策の動きを踏まえた製造拠点整備注力領域の検討

サプライチェーン強靭化支援事業ではパワー半導体やマイコンに国の助成金が投下されてい

るが、半導体製品別に市場をみると、今後の半導体産業成長の突破口としては先端ロ
ジックが期待される

領域用途 これまでの市場・国策動向の整理

ロジック

メモリ

信号

変換等

演算

情報

記憶

パワー

アナログ

光半導体

経済産業省資料によると市場規模としては、メモリ（DRAM940億USD,NAND684億USD）やマイクロ

（222億USD）と比較し、さらに規模が小さい189億USD。日系企業が25.5%の市場シェアを誇るものの、

直近の動きでは、中国との競争激化や国内でのパワー半導体企業の乱立により、経営環境が難しいとい

う見方も

アナログは、メモリ、ロジック、マイクロ、アナログで分類すると、 3番目に市場規模が大きい。一方で、構成

はおよそ12%弱とマイクロと同等の市場規模

経産省資料によると、パワー半導体と同等の市場規模で188億USD。ソニーセミコンダクタソリューションズ

グループが市場の44%を占めており、極めて存在力が大きい。SC強靭化事業では、同社への3.7億円の

助成によりネオンの生産力強化を行う

メモリ、ロジック、マイクロ、アナログで分類すると、半導体製品の中で最も市場規模が大きく、マイクロ、ア

ナログと比較し成長率も高い。先端半導体の製造基盤整備事業など直近の国の政策においても投資

額が大きく、特に注視されている。TSMCの誘致やラピダスのように拠点整備としての実績もある。今後、

AI技術の高度化に対応するXPUの需要も見込まれる

メモリ、ロジック、マイクロ、アナログで分類すると、半導体製品の中での市場規模としては、最小の12%。

一方で、マイコンにおける世界市場では、ルネサスが16%と存在感をもつ。国のサプライチェーン強靭化事

業では、ルネサスのマイコン生産能力強化に159億円の助成額が投入される

メモリ、ロジック、マイクロ、アナログで分類すると、半導体製品の中では２番目に市場規模が大きい。

DRAMではMicronが世界シェア22%、NANDではKIOXIAが約20％、 Western Digitalが約14%、

Micronが約11%と市場シェアを獲得。中でも、DRAMを製造するMicronが6,000億円超えの設備投資

を実施

マイクロ
情報

処理

パワー半導体

AD/DAコンバータ

CMOSイメージセンサ

MPU・XPU、システムLSI

MCU

DRAM、NAND

（出典）経済産業省（2023）「半導体・デジタル産業戦略」、経済産業省（2024）「半導体に関する最近の政策動向について」、日刊工業新聞（2025）「パワー半導体 競争力強化へ“再編”も選

択肢に（7/2(水) 13:40配信）」、（出典）一般社団法人ＷＳＴＳ日本協議会（2025）「WSTS 2025年春季半導体市場予測について」

期待領域
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半導体製造工場の立地要件イメージ

〔参考〕

２
安定した大容量の

電力供給がある
• クリーンルーム、製造装置等製造工程に多大な電力を使用

１ 豊富な水資源がある
• ウエハ洗浄工程では1日に数千～数万トンの超純水を使用

• 地下水や河川、工業用水がある

３
地盤が強固で

地震リスクが低い
• ナノ単位での加工を行うため防振設計・地震リスクが低い地域

４

５

輸送アクセスが良い
• 材料調達（ガス・薬品、ウエハ）、や完成品出荷（空輸）に効率性が

求められる

６

産業集積がある
• 近郊に半導体装置・部素材生産工場があり、サプライチェーンを構築しや

すい

７

技術者が確保できる・人材育成基盤がある
• 製造・保守・品質管理・分析などに理系人材が多数必要で、大学との連

携など人材育成が可能

補助金で生産投資費用を一部補える
• 国・自治体による設備投資支援の予算があり、地域全体として産業成長

を促進する支援がある

8 土地の拡張性 • 拡張性がある広大な敷地（100ha規模の用地が利用できる）

9 住む場所としての魅力 • 住んでみたい、と思えるような魅力的な場所
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半導体：④半導体関連産業立地の方向性案
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調査・ヒアリングまとめ

近畿管内における半導体製造拠点強化の観点では、一定程度ニーズがありそうだが、地
理的魅力が難点。一方で、製造装置特化や日本の評価拠点など方向性は多様

半導体製造拠点強化に向けて

半導体製造工場を誘致する
その他、日本の半導体関連産業の
余白を埋める・特色を引き立たせる

• 国策として半導体生産能力強化を掲げ、巨額な政府投資予算のもと地方半導体製造拠点およびサプライチェーン整備が期
待される

• 近畿管内には、一通りの半導体部素材製造業が集積しており、特に京都府・兵庫県・滋賀県は半導体装置・装置部品・検
査機器の出荷額が全国平均を超えている

動向・特色

だとすると・・・ あるいは・・・

ヒアリングコメント

• 近畿地域にはSCREENやTOWAなど装置メーカーが多く、真

空系機材としてはサムコなどが存在している。管外周辺でも

工場整備の動きもあり、近畿管内における半導体製造工
場は一定のニーズがあるのではと考える

• ただし、近畿管内に適地があるとすれば滋賀県や兵庫県な

どが考えられるが、他の地域と比較すると「水資源」と「ロー

カル人材の確保」の点で難しさを感じる。さらに、土地の拡

張性ではやはり海外の方が強みがあるため、生産工場立地
としては魅力的とは言い難いかもしれない

ヒアリングコメント

• 国内では半導体の技術の優位性を確かめるための、評価

施設が限られている。国内半導体関連産業の大きなバ

リューチェーンのなかの空白を埋めるという意味で近畿管内

では、京都大学や大阪大学の先生方を巻き込み、評価設

備の拠点を整備するとよい

• 近畿には主要製造装置メーカーが立地していることが強み。

半導体製造装置という強みをさらに伸ばし、ここを切り口に
地域サプライチェーンを豊かにすることも一案

ニーズ

評価
設備

製造

装置
特化

難点

半導体製造拠点、研究・開発拠点、評価設備、製造装置特化・・・様々な近畿の半導体関連産業の方向性が考えられる中、

それぞれの方向性での発展見込み・シナリオを模索し、「地域として何のために誘致するか」を明確にしていくことが必要

• 京都府にはローム、京セラ、村田製作所などが拠点を構えて

いる。これらの企業がリーダーとなり連携して近畿の技術開
発拠点を構築するということも

研究
開発
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近畿管内における半導体関連産業振興と企業誘致施策検討方針案

半導体関連産業の方向性を実際に連携する関係者と模索していくことがネクストステップ
の肝となるのではないか

模索

近畿管内に立地する大手装置メーカーはじめ、半導体関

連企業に対し、自社ニーズ・サプライチェーン上の課題等を

探りつつ、近畿管内における半導体関連産業成長シナリ

オ（攻めるテーマ）のパターンと実現可能性・経済波及効

果等を検討

連携

地域横断的な枠組みを活かしながら、参加者役割と活

動内容を明確にし、多数ある関連企業/団体が互恵的な

関係を築き、成長を加速するテーマ（大手の推進力で産

業連携）、底力を強化するテーマ（中小・中堅企業の成

長促進）において「（ヒト）そだてる・（モノ）つくる・（カ

ネ）つかう」を一貫して支援できる体制を構築

推進

コーディネーターが関係者の円滑な対話を進めつつ、共通

目標に対して、柔軟に戦略・方針・体制を変更しながら、

「スモールウィン」を達成していく（最初から大きな成果では

なく、地道な一歩を成果として捉え積み重ねていく）

「地域として何のために
誘致するか・・・」

「誰を誘致する

か」を施策として

検討する
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〔参考〕半導体関連事業者・有識者ヒアリング
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半導体関連団体・有識者ヒアリング

〔参考〕管内自治体に加え、半導体関連産業に関連する民間事業者・研究機関へヒアリ
ングを実施

属性

関連団体・事業者

ヒアリング

1 管内自治体

2 管内自治体

3 半導体関連企業（半導体メーカー）

4 半導体関連企業（ベンチャーキャピタル）

5 半導体関連企業（需要家）

有識者

ヒアリング
6

研究機関：

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 九州センター
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